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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高（千円） 5,646,660 7,800,217 11,347,497 10,752,979 1,781,390

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
282,763 711,836 963,670 △808,980 △3,392,379

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
247,051 516,724 577,990 △3,468,251 △11,630,474

純資産額（千円） 6,283,356 8,999,405 9,248,639 6,349,970 △3,052,487

総資産額（千円） 9,200,383 16,631,511 23,660,474 20,045,608 6,128,967

１株当たり純資産額（円） 67,136.33 88,745.41 87,994.43 49,475.06 △21,679.76

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円）
3,011.67 5,331.41 5,592.30 △31,972.60 △88,229.39

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
2,481.73 4,715.25 5,204.83 － －

自己資本比率（％） 68.3 54.1 39.0 31.5 △49.8

自己資本利益率（％） 5.8 6.8 6.3 △44.6 △711.6

株価収益率（倍） 73.71 145.36 47.74 － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△1,819,375 3,062,570 △1,458,410 △3,323,281 23,441

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△2,034,055 △5,134,574 △3,974,234 △2,727,217 299,258

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
3,175,544 3,510,693 6,798,645 1,884,407 △860,001

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
1,679,466 3,259,053 4,805,599 596,080 44,524

従業員数（人）

（外、平均臨時雇用者数）

154

 

178

 

206

 

247

 

55

[15]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第９期及び第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、ストックオプション制度に伴う新株予約権残

高がありますが、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。

３．第９期及び第10期については、１株当たり当期純損失が計上されているため株価収益率については記載して

おりません。

４．第８期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高（千円） 1,746,899 2,705,447 6,364,697 7,106,151 1,108,021

経常利益又は

経常損失（△）（千円）
302,192 368,877 520,086 △460,897 △2,004,306

当期純利益又は

当期純損失（△）（千円）
292,806 237,432 418,378 △3,000,444 △9,904,346

資本金（千円） 3,822,459 4,226,797 4,279,298 5,663,054 6,406,615

発行済株式総数（株） 93,607.49 101,428.78 104,830.78 127,789.78 140,820.00

純資産額（千円） 6,253,161 7,990,435 8,210,918 7,668,503 △707,516

総資産額（千円） 8,176,952 12,417,188 19,881,652 19,282,828 9,420,999

１株当たり純資産額（円） 66,813.71 78,795.70 78,341.73 59,849.52 △5,025.01

１株当たり配当額（うち１株

当たり中間配当額）（円）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）（円）
3,569.46 2,449.76 4,047.99 △27,660.06 △70,876.96

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
2,943.21 2,166.64 3,767.52 － －

自己資本比率（％） 76.5 64.3 41.3 39.7 △7.5

自己資本利益率（％） 7.0 3.3 5.1 △37.8 △285.5

株価収益率（倍） 62.19 316.36 65.96 － －

配当性向（％） － － － － －

従業員数（人）

（外、平均臨時雇用者数）

57

〔13〕

83

〔10〕

98

〔12〕

112

〔9〕　

34

〔11〕　

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第９期及び第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、ストックオプション制度に伴う新株引受権残

高がありますが、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。

３．第９期及び第10期については、１株当たり当期純損失が計上されているため株価収益率については記載して

おりません。

４．第８期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

年月 事項

平成９年10月 米国カリフォルニア州法人ゼンテック・テクノロジー・インク（現・連結子会社）を設立

平成12年２月 デジタル・テレビ等のデジタル情報家電や携帯電話等のモバイル関連分野におけるソフトウェア

開発を目的として、東京都中央区佃に資本金５千万円をもって株式会社ゼンテック・テクノロ

ジー・ジャパンを設立

平成12年３月 米国カリフォルニア州法人ゼンテック・テクノロジー・インク（平成９年10月設立。現、連結子会

社）の全株式を取得

平成12年５月 東京都千代田区神田須田町に東京事務所を開設

 大阪市北区天神橋に大阪事務所を開設

平成13年６月 Sun Microsystems社とのJava ForteのＦＦＪパートナー契約及びジョイント・マーケティング契約

を締結

 米国でデジタルＴＶ用AV-Email（Audio・Video Email）特許取得
 事業拡大に伴い東京都千代田区内神田に本店及び東京事務所を移転

平成13年８月 大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現ヘラクレス市場グロース銘柄）へ上場

平成13年10月 米国ソーマ・ネットワークス社に戦略的事業提携の一貫として資本提携

平成13年11月 レッドハット株式会社とデジタル情報機器向けのＲＴＯＳ事業で提携

Tao Group Limited 及び株式会社ジャストシステムとＪａｖａTMベースの携帯電話向けブラウザで
提携

平成14年２月 シンガポールに連結子会社として、ゼンテック・テクノロジー・シンガポール・プライベート

・リミテッドを設立

平成14年４月 米国モンタビスタ・ソフトウェア社と当社開発のＪａｖａTMベースの携帯端末向けブラウザ
（製品名、MediaTrekkerTM）で提携

平成14年７月 株式会社ジークスを株式交換により完全子会社化

メガソリューション株式会社を同社の第三者割当を受けて子会社化

平成14年８月 大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現ヘラクレス市場）スタンダード銘柄へ所属変更

平成14年９月 米国ボーランド社と携帯電話向け開発環境の提供で業務提携

平成14年12月 英国S&T社と、次世代双方向デジタルＴＶ放送向けトータル・ソリューション提供で業務提携

平成15年１月 モトローラ社及びシンガポール大手携帯通信業者とアジアにおけるモバイル・コンテンツ配信で

業務提携

平成15年２月 ＫＤＤＩ株式会社とＢｒｅｗ対応携帯電話向けアプリケーションの公式検証ベンダーとして契約

平成15年７月 シンガポール政府と共同で世界初の双方向デジタルＴＶ向けコンテンツ・クリエーション・セン

ターを開設

平成15年９月 ＡＴＩテクノロジーズ社と共同で、Linux（リナックス）対応のＭＨＰ規格のデジタル放送受信用

の統合ソリューションを提供

 オリックス株式会社とデジタル家電分野に於ける企業買収推進で戦略的提携

平成15年11月 株式会社メディアグルーとデジタル放送の送受信用ソリューション提供で全面的業務提携

平成15年12月 株式会社スティルとの全面的業務提携で、デジタル家電に必須なネットワークテクノロジー、ＵＳ

Ｂと無線ＬＡＮを当社のソリューションに追加

平成16年２月 上海啓明ソフトウェア社と中国向け携帯電話市場に関し包括的業務提携

平成16年３月 ベトナム初の国産携帯電話開発プロジェクトにパートナーとして参画、ベトナム、シンガポール両

国政府が推進する対ベトナム技術移転促進プログラムに認定

 オリックス株式会社と共同で、世界第二位の韓国セット・トップ・ボックス・メーカ、セルラン社

に資本参加し、合弁子会社として株式会社ゼン・ティーコムを設立

平成16年４月 三洋電機より日本向けデジタルテレビ用閲覧ソフトの独占販売権を取得し、JavaベースBMLブラ

ウザをデジタルTV、携帯電話、カーナビ向けに提供
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年月 事項

平成16年９月 デジタル情報家電向け品質検証サービスを拡充

 米ソーマ・ネットワークス社とアジア地域統括子会社「ソーマ・アジア・プライベート・リミ

テッド社」を設立

平成16年10月 大阪証券取引所貸借銘柄に選定

 Vinamobi合弁携帯電話製造事業がベトナム政府の免許取得

平成16年11月 携帯電話等モバイル機器用H.264ビデオ・コーデックの提供で㈱テクノ・マセマティカル社と技

術・業務提携

 米国デジタルTV受信用モジュールを開発・販売開始

平成16年12月 第2回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第1回乃至第3回新株予約権の発行

平成17年４月 ゼンテックが社会的責任投資調査において業種別第一位の評価（㈱インテグレックス社調べ）

平成17年５月 ㈱エクセルとデジタルTV受信用モジュール販売で業務提携

平成17年10月 シンガポールにゼンテック・インベストメント・プライベート・リミテッド

(Zentek Investment Pte. Ltd.)を設立

平成18年１月 韓国の3S Digital社と戦略的提携
 事業拡大に伴い大阪市西区靱本町に大阪事務所を移転

平成18年２月 シイガイズ社からSD/SDIO 営業権の譲受

平成18年５月 日本市場向け地上デジタル放送対応HDTVモジュールの出荷開始

平成18年９月 北米向けデジタルTVミドルウェアをST マイクロエレクトロニクス社がATSC iDTVの

統合ソリューションに採用

平成18年11月 第３回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行

 ブラジルのグラジエンテ社と戦略的提携

平成19年２月 米国ソーマ・ネットワークス社とインドグルガオン市に開発センターを共同設立

平成19年４月 北海道札幌市に技術開発センターを開設

平成19年５月 米国ソーマ・ネットワークス社向けWiMAX製品の製造・供給で合意

平成19年５月 ナイジェリア大手通信事業者ipNXが米国ソーマ・ネットワークス社を国内無線ブロードバンド事

業のパートナーに指名

平成19年６月 台湾市場へDVB-MHP対応STBを供給

平成19年６月 DVB-H規格モバイルTV事業に本格参入

平成19年６月 仏UDCast社と事業提携

平成19年８月 日本市場(ARIB)向けデジタル3波プラグイン・モジュールの本格量産開始

平成19年８月 BML3.0対応のブラウザ「MediaStack-BML」のライセンス提供を開始

平成19年９月 DVB-H対応のUSBおよびSDIOチューナの2製品を発表

平成19年９月 Blu-rayの基本コンポーネントであるBD-JとHDMVを開発

平成19年10月 CG200V2、カナダTri-M社のシリコンドライブに採用

平成19年11月 SDIOワンセグチューナ、Windows Mobileに対応

平成19年11月 アドオンタイプの地デジ専用小型モジュールを販売開始

平成19年11月 小型のアナログ一体型地デジ専用モジュールを販売開始

平成19年11月 SDIO無線LANカードSD-Link11g、i.MX31用Linux版ドライバを開発

平成20年１月 米国ソーマ・ネットワークス社とグローバル提携契約締結、戦略的パートナーシップを強化

平成20年１月 戦略的提携先・投資先である米国ソーマ・ネットワークス社がインド最大手通信公社BSNLと

WiMAX事業展開

平成20年２月 米国デジタルケーブルでサービスが開始されるtru2wayに対応したソリューションの販売を開始

平成20年５月 USBタイプPCフルセグ地デジ・チューナモジュール発表

平成20年５月 HDDレコーダー(PVR)モジュール発表
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３【事業の内容】

　当社と、国内子会社のメガソリューション㈱、㈱ゼン・ティーコム、バイ・デザイン・ マーケティング㈱、米国子会社で

あるゼンテック・テクノロジー・インク、シンガポール子会社であるゼンテック・テ クノロジー・シンガポール・プラ

イベート・リミテッド、ソーマ・アジア・プライベート・リミテッド、ゼンテック・インベストメント・プライベート・

リミテッド（以下、当社グループという。）より構成されており、デジタルＴＶ等のデジタル家電分野、携帯電話等のモバ

イル関連分野及びワイヤレス・ブロードバンド等のネットワーク関連分野さらにこれらの事業領域の融合分野において、

アプリケーション、ミドルウェア等のソフトウェア開発及びシステム・ソリューションの提供を主たる業務としておりま

す。

　当社グループの事業内容について

　現状の当社グループの事業は、デジタル家電事業、モバイル関連事業、ネットワーク関連事業、及び戦略的投資事業に大き

く分けることができます。

(a)デジタル家電事業

　現状のデジタル家電事業の中心は、当社が独自に開発したデジタルＴＶ受信用統合ソフトウェア（商品名　
MediaStackTM）の主要家電メーカ及び半導体メーカ等へのライセンス供与、及びMediaStackTMをハードウエア・モジュー
ル化したマザーボードのOEM、ODMメーカ等への販売、並びに、これらに付随するシステム・インテグレーション・サー
ビスであります。MediaStackTMは、デジタルTV受信機を開発するために必要不可欠なソフトウェアです。

　当社グループのソフトウェアは、世界各地域のデジタルTV規格、即ち、米国地上波向け、米国ケーブル向け、欧州・アジア

向け、日本向け等を全て網羅しており、デジタルTVやデジタル・セット・トップ・ボックス（以下、STB）用の受信ソフト

設計から最終商品までのシステム・インテグレーション、デジタルTVの基幹部品であるモジュールの設計・製造・販売、

ならびにデジタルTVの品質及びシステム・テスト、更には商品納品後のサポート・メンテナンスまでを行う、いわゆるワ

ンストップ・ソリューション・プロバイダを標榜しております。

　デジタル化の一層の進展に伴い種々のデジタル複合端末機が増加する中、デジタルTV技術はキー・テクノロジーの一つ

になると当社は認識しております。デジタルTV技術は、従来のアナログTV技術と異なり、多種多様なデジタル複合端末に

使用される事が見込まれており、テレビ市場以外の巨大な需要が新たに創造されるものと当社では予想しております。

(b)モバイル関連事業

　モバイル関連事業では、当社はKDDIのBREW公式認定テスト会社として、同社によるBREW導入時から検証サービスを提

供しており、またJavaアプリケーション検証、携帯電話の実機検証受託など、豊富な実績とノウハウをベースに幅広い検証

業務を展開しております。

　またJavaやBREWを対象とするアプリケーション開発に関しては、各種ゲームから金融系アプリケーション、法人向け携

帯システムなどに対し、コンテンツからサーバシステムまでの受託開発を行っております。加えて試作モデル機の研究開

発において、ソフトウェア、ハードウェアの受託開発を行っております。

(c)ネットワーク関連事業

　ネットワーク関連事業では、WiMAXなどネットワークインフラを利用したサービス・システム構築に関して、利用シー

ンに応じた端末の開発・選定からシステム全体のトータルソリューションの提供までを手がけております。

　具体的には、地域固定WiMAX網を利用して地震告知端末と連動した無線インターネット防災緊急放送システムを構築

し、行政からの公共告知等地域情報配信を目的としたシステム・ソリューションの展開を行っております。

　一方、日本国内市場における無線LANカード（国内大手メーカ向け）、SD-Link11ｇとSDIOホストコントローラデバイス

CG200シリーズ（国内外大手パソコン及び周辺機器メーカ向け）におきましては、モバイル機器に幅広く採用されている

Windows Mobileへ対応した結果、顧客基盤の拡大につながり、引き続き高い収益成長を遂げております。
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（d）戦略的投資事業

　当社グループは、デジタル家電、モバイル及びネットワークの戦略３事業に対し、高水準の自社技術を独自に保有してお

りますが、これらの独自保有技術をベースとして、その価値創造性をさらに、高めることを目的にとした「戦略的投資」の

実行主体として、シンガポールにゼンテック・インベストメント・プライベート・リミテッド(以下、ZIP)を設立しており

ます。ZIPは戦略３事業に対する戦略的投資の統括会社であります。

〔事業系統図〕

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

(注)　ソリューションとは、インテグレーション、ソフトウェア・ライセンス、ＱＡを含むテスティング、サポート、メンテナ

ンスを含みます。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業内容
議決権の所有割合

(％) 関係内容

(連結子会社)      

ゼンテック・テクノ

ロジー・インク

　

アメリカ合衆国

カリフォルニア州

千US$

13,021
デジタル家電事業 100.0

ソフトウェアの受

託開発を行ってい

る。

役員の兼任１名

ゼンテック・テクノ

ロジー・シンガポー

ル・プライベート・

リミテッド

（注）２

シンガポール共和国

シンガポール

千S$

14,100

デジタル家電事業、

モバイル関連事業
100.0

ソフトウェアの受

託開発を行ってい

る。

役員の兼任２名

メガソリューション

株式会社
東京都千代田区

千円

40,002

ネットワーク関連

事業
90.7 役員の兼任３名

株式会社ゼン・

ティーコム

　

東京都千代田区
千円

200,000
デジタル家電事業 90.0 役員の兼任４名

バイ・デザイン・

マーケティング株式

会社

（注）２

東京都千代田区
千円

10,000
デジタル家電事業 100.0 役員の兼任３名

ソーマ・アジア・プ

ライベート・リミ

テッド

（注）２

シンガポール共和国

シンガポール

千S$

600

ネットワーク関連

事業

100.0

(0.1)

（注３）

役員の兼任２名

ゼンテック・インベ

ストメント・プライ

ベート・リミテッド

　

シンガポール共和国

シンガポール

千S$

76,000
戦略的投資事業 100.0 役員の兼任２名

　（注）１．主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年３月31日現在

区分 従業員数(人)

デジタル家電事業 27 (2)

モバイル関連事業 17 (13)

ネットワーク関連事業 1  

戦略的投資事業 1  

管理部門 9  

合計 55 (15)

　（注）１．従業員数は、就業人員であります。なお、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

２．従業員の減少は経営の合理化による退職者によるものです。

(2）提出会社の状況

　 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

　　34　（11） 38.6 4.7 6,741

　（注）１．従業員は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含ん

でおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、年間平均

人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員の減少は経営の合理化による退職者によるものです。

(3）労働組合の状況

　当社グループでは労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

2008年9月の米国証券大手リーマン・ブラザーズ破綻を契機に加速した連鎖的な株価暴落や為替市場の混乱は、世界

的な信用収縮を惹起し金融危機の様相を呈するとともに、金融危機の深刻化・長期化に対する不安は実体経済の悪化

を加速し、世界経済は深刻な負のスパイラルに入っております。このような金融・経済環境の激変の中、世界的な放送

のデジタル化や放送と通信の融合という潮流に変化はないものの、景気後退に伴う需要の減少や一段の価格競争激化

が進行しており、当社グループを取り巻く市場環境は厳しさを増しております。

当社グループは、前年度に展開したOEM形態での薄型テレビ完成品市場への参入が急速な収支と資金繰りの悪化を

招来した反省から、当連結会計年度は当初より①対象商品の見直しと事業モデルの再構成、②シンガポールを中心とす

る開発体制のアジア・シフトとそれにともなうコスト・ダウンに取り組んでまいりましたが、昨年秋以降に市場環境

が一段と悪化したことを受け、昨年末から一層の事業の絞込みとコスト削減を推進しております。

営業キャッシュ・フローを最優先とする具体的な取り組みとしては、安定的な収益を確保できる検証・受託ビジネ

スを推進することに加え、当社グループのコア技術であるグローバル・デジタルTV規格対応ソフトウェアのライセン

ス販売に注力しております。とりわけ当社グループのデジタルTVミドルウェアは、中国独自規格を含めて世界の全て

のデジタルTV規格に対応しており、既に商品化実績を有することから、大手半導体メーカなどからも高い評価を得て

おりますが、従来のライセンス提供に加えソース・コードでのライセンス提供を実施することにより、蓄積したソフト

ウェア資産の回収を進める計画です。

市場環境が急速な悪化を続ける中で、上記のような取り組みが具体的な成果を上げるには至らず、当連結会計年度の

営業成績は大幅な悪化を余儀なくされました。加えて、世界的な金融危機及び株価暴落により投資先の株価が大幅に下

落したことや、販売先・与信先の業況悪化などによる貸倒損失、また対象事業の見直しや事業規模の縮小に伴うソフト

ウェア資産の大幅な減損を受けて、多額の特別損失計上を余儀なくされました。

事業分野別に見ると、デジタル家電事業につきましては、OEM形態での薄型テレビ販売から撤退、それに伴い価格低

下の著しい薄型テレビの在庫処分を進めた結果、同事業の売上高は前年同期比88.1%減の９億19百万円に留まり、25億

40百万円の営業損失を計上するところとなりました。次にモバイル関連事業では、引き続き検証サービスや受託開発に

注力しましたが、売上高は前年比60.8%減の3億89百万円に留まり79百万円の営業損失となりました。

ネットワーク関連事業は、当社グループの資金繰り逼迫を主因に当年度はWiMAX関連システム販売の取り扱いが

なくなり、売上高は前年比76.8%減の4億72百万円に留まり3億17百万円の営業損失となりました。また戦略的投資事業

の売上計上はありませんでした。なお、事業分野別売上及び営業損失には、セグメント間売上及び仕入れは含まれてお

りません。

当連結会計年度の売上高は前年同期比83.4%減の17億81百万円となりました。売上高の大幅な減少を受け、15億41百

万円の売上総損失となり、営業損失32億70百万円（前連結会計年度は４億46百万円の営業損失）、経常損失33億92百万

円（前連結会計年度は８億８百万円の経常損失）を計上しました。また投資有価証券評価損や貸倒損失及びソフト

ウェア資産の減損などにより特別損失83億80百万円を計上した結果、当期純損失は116億30百万円（前連結会計年度は

34億68百万円の当期純損失）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは償却前営業損失19億７百万円に対して、売上債権の減少（36億63百万円）や

棚卸資産の減少（10億79百万円）が大きく、仕入債務も15億68百万円減少したものの、結果的に23百万円の収入となり

ました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、知的財産であるソフト資産投資（３億66百万円）、及び子会社株式の売却

（１億64百万円）等により２億99百万円の収入となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動によるキャッシュ・フローは、株式発行による収入（14億65百万円）を上回る短期及び長期借入金の返済

により、８億60百万円の支出となりました。

こうした結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前年度末の５億96百万円から５億51百万円減少して44百万円と

なりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

区分
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

デジタル家電事業（千円） 1,359,303 60.1

モバイル関連事業（千円） 257,158 36.6

ネットワーク関連事業（千円） 99,264 27.2

合計（千円） 1,715,725 51.6

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は製造原価によっております。

(2) 仕入実績

当連結会計年度の仕入状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

区分
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

デジタル家電事業（千円） 584,937 10.3

モバイル関連事業（千円） 3,511 5.9

ネットワーク関連事業（千円） 255,530 22.0

合計（千円） 843,979 12.2

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 受注実績

当連結会計年度の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

区分
受注高
(千円)

前年同期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同期比
（％）

デジタル家電事業（千円） △482,795 △7.3 229,908 11.6

モバイル関連事業（千円） 349,956 85.0 283,240 109.7

ネットワーク関連事業（千円） △1,816,744 △76.9 7,700 0.3

戦略的投資事業（千円） － － － －

合計（千円） △1,949,584 △20.2 520,848 11.5

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

区分
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

デジタル家電事業（千円） 919,108 △88.1

モバイル関連事業（千円） 389,452 △60.8

ネットワーク関連事業（千円） 472,828 △76.8

戦略的投資事業（千円） － －

合計（千円） 1,781,390 △83.4

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の売上総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

バイ・デザイン㈱ 3,303,325 30.7 334,141 18.7

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン(E05208)

有価証券報告書

 12/125



３【対処すべき課題】

当社グループは、既定の中期的戦略を着実に展開できていると考えております。勿論、市場環境に併せた経営上の臨機

応変な対応に常に努めており、「利益を伴う売上増」経路を確実なものとするために、以下の課題に引き続き取り組む

所存です。

(1) グローバルな開発・マーケティング・セールス体制強化

当社グループの有するコア技術は、デジタル放送化の世界的同時進行という環境下、急拡大するグローバル市場に向

けた商品群であると認識しております。当社グループとしても市場の本格的立ち上がりを迎えつつある現在、先行メ

リットを享受すべく、各地域の特性を活かしたデジタルＴＶ商品開発・サポート体制及びグローバルなマーケティン

グ・セールス体制を強化する計画です。

(2) 採算重視に基づく選別的先行投資の実施について

当社グループでは、競争力のあるソフトウェア並びにコア技術開発推進のために、優れた開発技術者の確保や戦略分

野に対する先行投資を今後も行ってまいります。こうした一方、商品開発分野では市場・営業・技術が有機的に機能す

ることにより、売上の増加に繋がる市場密着型の開発体制を一段と強化してまいります。 

当社のグローバル事業提携戦略は、既に米国ソーマ社（ブロードバンド・ワイヤレス・ソリューション・プロバイ

ダ、当社連結子会社ソーマ・アジア社を通して、アジア地域を中心に受注展開中）や韓国Celrun社等との間で成功を収

めております。

(3) 融合をキーワードにした新市場の創出について

当社のコア技術であるデジタルＴＶ関連技術と、モバイル技術、無線ブロードバンド技術を融合させることにより、

中長期的な新市場開発に注力します。例えば、ＩＰ－ＳＴＢとデジタル放送受信技術等、要素技術の融合により、新たな

商品や事業を創出してまいります。

(4) デジタル家電向け品質検証・テスト業務の強化について

デジタル家電事業においては、その製品に占めるソフトウェアの重要性が幾何級数的に高くなり、且つ複雑化してい

ることから、ソフトウェアの品質管理がますます重要な課題となってきています。また「地上デジタル放送」の受信機

能を持ったデジタル家電製品に対する品質検証のニーズは急速に高まってきています。 
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結会社）が判断したも

のであります。

(1) 当社グループが対象とする主要市場について

当社グループは、日本、米国、欧州を中心とした世界各地域のデジタルTV規格に準拠したデジタルTV受信用統合ソ

フトウェアやそのオーサリング・ツール（注１）を本格的に提供できる独立系ソフトベンダーとして、競争優位を確

立すべく事業活動に取り組んでおります。また、当社グループがこれまで蓄積した経験、ノウハウ、人材、およびビジネ

スモデルは今後も競争上の優位点になると考えております。しかしながら、当社グループが対象としている主要市場で

あるデジタルTVに関連した市場は、高い成長性を有すると同時に競争も激化すると当社は想定しており、今後当社製

品のコスト・パフォーマンスが低下した場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（注１）オーサリング・ツールとは、画像、音声、文字等を組み合わせたコンテンツの開発および作成に使用されるソ

フトウェアおよび開発環境を言います。

(2) 為替相場変動の影響について

当社グループは、事業戦略の一環として海外市場における事業の拡大を図っております。当社グループの海外におけ

る事業活動は、経済の動向や為替相場の変動に加えて、投資、貿易、競争、税および為替等に関する法的規制の変更、商慣

習の相違、並びにその他の政治的・社会的要因により、悪影響を受ける可能性があります。

(3) 海外等の事業展開について

当社グループは、事業戦略の一環として海外市場における事業の拡大を図っております。当社グループの海外におけ

る事業活動は、経済の動向や為替相場の変動に加えて、投資、貿易、競争、税および為替等に関する法的規制の変更、商慣

習の相違、並びにその他の政治的・社会的要因により、悪影響を受ける可能性があります。

(4) 戦略的投資事業について

当社グループは、当社子会社であるゼンテック・インベストメント・プライベート・リミテッド（以下、ZIP）を通
して、当社のA2D戦略の推進を目的に、戦略的事業投資を行っており、今後も行い続ける予定です。当社グループは、対
象企業の財務内容や契約関係等について詳細なデューデリジェンスを行うことによって、極力リスクを回避するよう
に努めてまいります。しかしながら、事業環境や競合状況の変化等によりこれらの投資から期待通りの成果を上げられ
ない可能性があります。かかる場合、当社グループの財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

(5) 製造を委託していることについて

当社グループは、経営資源を開発、マーケティング、セールス業務および事業投資に集中させるため、製造業務に関し

ては、生産能力・生産品質を考慮して選定した外部の製造会社に委託しております。また、当社グループの主要製品を

製造委託している製造業務に関しては、複数の製造拠点で製造できる体制としております。しかしながら、万が一製造

委託先の倒産・その子会社の連鎖倒産等の重大な問題が発生した場合には代替委託先を受け入れ可能な条件で迅速に

手当できる保証はありません。かかる場合、当社グループの経営成績に重大な影響を与える可能性があります。
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(6) 開発競争および開発投資負担について

当社グループが対象とする主要市場であるデジタルTVに関連する市場は、技術変革の激しい競争下にあり、市場の

ニーズを満たす迅速な製品開発が常に求められております。そのため、当社グループは、技術・製品開発のための投資

を積極的に継続する必要があります。

また、当社グループが研究開発したソフトウェアの製作費については、「研究開発費等に係る会計基準」等に従い、

資産性のあるものについては無形固定資産として計上し、当連結会計年度末における残高は、50億86百万円（ソフト

ウェア仮勘定含む）となっております。しかしながら、当社グループが研究開発したソフトウェアが市場ニーズに合致

しない場合等ソフトウェアの経済的価値が著しく減少する場合には、当該経済価値の減少部分について無形固定資産

計上したソフトウェアを一時の費用又は損失として処理する必要が生じ、当社グループの財政状態および経営成績に

影響を与える可能性があります。

(7) 製品の欠陥について

当社グループは、当社グループが研究開発したソフトウェアを使用する製品の品質向上に取り組んでおりますが、製

品に用いられる技術の高度化、他社製品との組み合わせ、顧客における製品の使用方法の多様化等により、出荷時に発

見できない不具合が発生する可能性があります。この場合、製品の返品や修理等が発生し、当社グループの業績に悪影

響を及ぼす可能性があります。また、当社グループが販売する製品に係る製造物賠償責任請求が発生した場合に備え

て、生産物賠償責任保険（PL保険）に加入しております。しかしながら、最終的に負担する賠償額を全て賄えるという

保証はなく、万が一そのような賠償額の負担が発生した場合には、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があ

ります。

(8) 訴訟事件の発生について

　平成21年４月14日に株式会社千葉銀行から当社に対して、当社の該社からの借入金並びに損害金、合計金１億5922万

7612円と以降支払うまでの利息に関しての支払いを求める訴訟が提起されました。

また、その後東京地方裁判所から平成21年６月10日付にて口頭弁論調書（判決）の送達を受けております。

　その内容は、当社に金１億5922万7612円及び内金１億4897万7099円に対する平成21年３月25日から支払い済みに至る

まで年14％の割合（年365日日割計算）による金員を支払え、というものです。なお、当社の今後の業績に及ぼす影響は

限定的であると判断しております。

(9) 知的財産権について

当社グループは、研究・開発活動その他の業務より得た会社の知的財産（発明、考案、意匠、著作物、標章、ノウハウ、

技術情報等）を知的財産権によって保護し、これを積極的に活用するとともに、第三者の知的財産権を尊重することを

方針としております。

当社グループが対象とする主要市場であるデジタルTVに関連する市場においては、放送規格、画像・音声の符号化
・復号化技術規格（注１）、著作権保護規格等の業界の標準規格が関係しておりますが、この標準規格に準拠したときに
必ず実施（注２）することになる特許（以下「必須特許」）は独占禁止法にも対応して公平、妥当、非差別的な条件でラ
イセンスされており、その具体的なライセンス方法としては、日本・欧州のデジタル放送規格、MPEG規格（注３）等の必
須特許のように特許プール（注４）を通じて完成品ベース（部品、半製品を除く）で一括ライセンスされるケース、SD規
格（注５）の必須特許のように規格団体への加盟料に必須特許の使用料が含まれるケース、各特許権利者から完成品
ベース（部品、半製品を除く）で個別にライセンスされるケースがあります。
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当社グループは、標準規格団体（注６）の特許ライセンスポリシーに基づき標準規格に係る必須特許を取り扱ってお
り、当社グループの関係製品の取引先にも、標準規格に係る必須特許については、関係標準規格団体の特許ライセンス
ポリシーに基づく取り扱いを要請しております。この必須特許以外の特許について、当社グループはその侵害防止に努
めておりますが、侵害しないという保証は困難であり、万一、侵害の事実が認定された場合には、損害賠償責任や特許使
用料の支払が発生し、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

この必須特許以外の特許について、当社グループはその侵害防止に努めておりますが、侵害しないという保証は困難

であり、万一、侵害の事実が認定された場合には、損害賠償責任や特許使用料の支払が発生し、当社グループの経営成績

に影響を与える可能性があります。

(注１)　画像・音声の符号化・復号化技術規格とは、画像・音声データ等の蓄積・送信を効率的に行うために、画像・

音声データ等を符号化して圧縮・暗号化して蓄積・送信し、視聴するときに伸張・復号する技術に関する規

格をいいます。

(注２)　実施とは、特許を受けた発明を使用した物の生産、使用、譲渡・貸与（その申出を含む）または輸入をする行為

をいいます。

(注３)　MPEGとは Moving Picture Expert Group の頭文字を取った言葉で、MPEG規格とは蓄積メディア、放送、通信のた

めのビデオ信号、オーディオ信号の符号化・複合化方法に関する規定です。

(注４)　特許プールとは、例えばMPEG規格を使用するときに必ず侵害してしまうことになる必須特許の各保有者が

MPEG LA, LLC(MPEG Licensing Administrator, Limited Liability Company)にライセンス権を与え、MPEG LA,

 LLC からMPEG規格を使用する事業者に対してMPEG規格に関する必須特許を一括してライセンスしてい

ますが、このように標準規格に関する必須特許のライセンス権を特定の事業者に集めることを特許プールと

いいます。

(注５)　SD規格とは、松下電器産業株式会社、株式会社東芝、米国サンディスク社が共同開発した小型の半導体フラッ

シュメモリカード規格です。SD規格は、平成19年１月７日 に設立されたSDアソシエーションを通じて広く

ライセンスされ、デジタルカメラ、携帯電話等の携帯機器、PCやテレビ等の家電機器 まで幅広く採用されて

います。

(注６)　標準規格団体とは、通信放送分野の例では、画像、音声、データ、通信、放送等に関する技術提案を広く募集し、よ

り良い技術規格の作成・普及に取り組み、この技術規格を使用する様々な機器間の互換性を保って、最終ユー

ザーの利便性を向上させることを目的とする法人等をいいます。

(10) 優秀な技術者の確保について

当社グループでは、競争力のある、優れたソフトウェア技術を開発していくために、現在の当社グループの開発技術

者の育成を図るとともに、優れた開発技術者をグローバルに採用しております。当社グループでは、現在までのところ、

質・量とも予定どおりの人材を獲得出来ていると考えておりますが、今後、当社グループの求める開発人員が十分に確

保できない場合には、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

当社グループは、デジタル家電事業、モバイル関連事業及びネットワーク関連事業の各事業において、今後の事業の

中心となる新技術開発を進めております。

特にデジタル家電事業、モバイル関連事業においては、当社ならびに連結子会社で開発を分担しており、当社ではそ

の技術をもとに市場密着型の技術開発[例：ローカライゼーション（日本語化）、各国基準規格等]及び商品化を行っ

ております。

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は35百万円であり、内容はデジタル家電ソフトウェア等の開発費が主であ

ります。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結会社）が判断したもので

あります。

(1) 経営成績

2008年9月の米国証券大手リーマン・ブラザーズ破綻を契機に加速した連鎖的な株価暴落や為替市場の混乱は、世界

的な信用収縮を惹起し金融危機の様相を呈するとともに、金融危機の深刻化・長期化に対する不安は実体経済の悪化

を加速し、世界経済は深刻な負のスパイラルに入っております。このような金融・経済環境の激変の中、世界的な放送

のデジタル化や放送と通信の融合という潮流に変化はないものの、景気後退に伴う需要の減少や一段の価格競争激化

が進行しており、当社グループを取り巻く市場環境は厳しさを増しております。

　当社グループは、前年度に展開したOEM形態での薄型テレビ完成品市場への参入が急速な収支と資金繰りの悪化を

招来した反省から、当連結会計年度は当初より①対象商品の見直しと事業モデルの再構成、②シンガポールを中心とす

る開発体制のアジア・シフトとそれにともなうコスト・ダウンに取り組んでまいりましたが、昨年秋以降に市場環境

が一段と悪化したことを受け、昨年末から一層の事業の絞込みとコスト削減を推進しております。

　営業キャッシュ・フローを最優先とする具体的な取り組みとしては、安定的な収益を確保できる検証・受託ビジネス

を推進することに加え、当社グループのコア技術であるグローバル・デジタルTV規格対応ソフトウェアのライセンス

販売に注力しております。とりわけ当社グループのデジタルTVミドルウェアは、中国独自規格を含めて世界の全ての

デジタルTV規格に対応しており、既に商品化実績を有することから、大手半導体メーカなどからも高い評価を得てお

りますが、従来のライセンス提供に加えソース・コードでのライセンス提供を実施することにより、蓄積したソフト

ウェア資産の回収を進める計画です。

市場環境が急速な悪化を続ける中で、上記のような取り組みが具体的な成果を上げるには至らず、当連結会計年度の

営業成績は大幅な悪化を余儀なくされました。加えて、世界的な金融危機及び株価暴落により投資先の株価が大幅に下

落したことや、販売先・与信先の業況悪化などによる貸倒損失、また対象事業の見直しや事業規模の縮小に伴うソフト

ウェア資産の大幅な減損を受けて、多額の特別損失計上を余儀なくされました。

　事業分野別に見ると、デジタル家電事業につきましては、OEM形態での薄型テレビ販売から撤退、それに伴い価格低

下の著しい薄型テレビの在庫処分を進めた結果、同事業の売上高は前年同期比88.1%減の９億19百万円に留まり、25億

40百万円の営業損失を計上するところとなりました。次にモバイル関連事業では、引き続き検証サービスや受託開発に

注力しましたが、売上高は前年比60.8%減の3億89百万円に留まり79百万円の営業損失となりました。

　ネットワーク関連事業は、当社グループの資金繰り逼迫を主因に当年度はWiMAX関連システム販売の取り扱いが

なくなり、売上高は前年比76.8%減の4億72百万円に留まり３億17百万円の営業損失となりました。また戦略的投資事

業の売上計上はありませんでした。

　当連結会計年度の売上高は前年同期比83.4%減の17億81百万円となりました。売上高の大幅な減少を受け、売上総利

益は15億41百万円の損失となり、営業損失32億70百万円、経常損失33億92百万円を計上しました。また投資有価証券評

価損や貸倒損失及びソフトウェア資産の減損などにより特別損失83億80百万円を計上した結果、当期純損失は116億30

百万円となりました。

(2) 財政状態及びキャッシュ・フローの状況

当社グループの当連結会計年度末の総資産は、当期純損失（116億30百万円）を主因とする純資産の減少により、61

億28百万円と前連結会計年度末の200億45百万円から139億16百万円減少いたしました。

負債純資産勘定では、昨年12月のローンファシリティ付新株予約権の発行（52億円）におきまして新株予約権の行

使により、普通株式への転換が進んだ結果、負債は前連結会計年度末比45億14百万円減少して91億81百万円となる一

方、純資産は前連結会計年度末比94億２百万円減少し30億52百万円の債務超過となりました。

当連結会計年度の連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが、税金等調整前当

期純損失が115億94百万円、減価償却費が13億62百万円となったものの、売上債権の減少（36億63百万円）及び固定資

産除却損（28億49百万円）等により23百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローは、知的財産であるソフト資

産投資（３億66百万円）等により２億99百万円の収入となりました。一方、財務活動によるキャッシュ・フローは、短

期借入金等の返済等により８億60百万円の支出となりました。この結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会

計年度末の５億96百万円から44百万円となりました。

今後につきまして当社は、営業キャッシュフロー黒字化を経営の最優先課題として前述の諸施策を実施していきま

すが、営業キャッシュフロー黒字化までの暫定対応として以下の諸施策実施に向け関係各社と調整しております。

 1)国内外の事業会社との資本業務提携

 2)金融投資家に対する第三者割当形式でのエクイティファイナンス 

 3)商品在庫・投資有価証券等の資産売却
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度においては、特記すべき設備投資はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、日本国内・米国・シンガポールに合計３箇所の拠点を有し、その設備の状

況は下記のとおりであります。

(1）提出会社
　 平成21年３月31日現在

事業所名（所在地）
事業の種類別セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
（人）建物及び構

築物

機械及び装
置並びに運
搬具

工具、器具
備品

合計

東京事務所

(東京都千代田区)
デジタル家電事業 事務所設備 9,474 19,190 5,949 34,614 　12

東京事務所

(東京都千代田区)
モバイル関連事業 事務所設備 3,053 － 2,281 5,335 　12

東京事務所

(東京都千代田区)
ネットワーク関連事業 事務所設備 812 － 1,659 2,471 　－

東京事務所

(東京都千代田区)
管理業務 管理設備 54 － 670 724 　10

　（注）１．上記金額には、消費税等を含んでおりません。

２．上記中、［外書］は臨時従業員数であります。

３．上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメン
トの名称

設備の内容
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

東京事務所

（東京都千代田区）
デジタル家電事業 デジタル情報機器 1,016 －

東京事務所

（東京都千代田区）
管理業務 管理設備 2,259 －

(2）国内子会社
　 平成21年３月31日現在

会社名 所在地
事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

器具備品 その他 合計

メガソリューショ

ン株式会社

東京事務所

（東京都千代

田区）

ネットワーク関連

事業
事務所設備 － － 2,000 － －  1 [ -]

株式会社ゼン・

ティーコム

東京事務所

（東京都千代

田区）

デジタル家電事業 事務所設備 － － － － －  2 [ -]

バイ・デザイン・

マーケティング株

式会社

東京事務所

（東京都千代

田区）

デジタル家電事業 事務所設備 － － 255 － 255 - [ -]

（注）１．上記金額には、消費税等を含んでおりません。

２．上記中、［外書］は臨時従業員数であります。

(3）在外子会社
　 平成21年３月31日現在

会社名 所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

器具備品 合計

ゼンテック・テク

ノロジー・インク

米国カリフォル

ニア州

デジタル家電

事業
事務所設備 － － － －  2 [ 1]

ゼンテック・テク

ノロジー・シンガ

ポール・プライ

ベート・リミテッ

ド

シンガポール共

和国

シンガポール

デジタル家電

事業及びモバ

イル関連事業

事務所設備 445 － 7,542 7,988  18 [ 2]
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会社名 所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

器具備品 合計

ソーマ・アジア・

プライベート・リ

ミテッド

シンガポール共

和国

シンガポール

ネットワーク

関連事業
事務所設備 － － 126 126  5 [ -]

ゼンテック・イン

ベストメント・プ

ライベート・リミ

テッド

シンガポール共

和国

シンガポール

戦略的投資事

業
事務所設備 － － － －  1 [ -]

（注）１．上記金額には、消費税等を含んでおりません。

２．上記中、［外書］は臨時従業員数であります。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000

計 400,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 140,820 140,820
㈱大阪証券取引所

（ヘラクレス市場）
－

計 140,820 140,820 － －

　（注）提出日現在発行数には、平成20年６月１日以降提出日までの新株予約権等の権利行使により発行されたものは含

まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　　　新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。

　①　提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ19 の規定及び旧新事業創出促進法第11条の

５第２項に基づく新株引受権（ストックオプション））に関する事項は、次のとおりであります。

（イ）平成13年３月２日臨時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数

（株）
3,222 3,222

新株予約権の行使時の払込金額（円） 12,500 同左

新株予約権の行使期間
自　平成15年３月４日

至　平成23年３月１日
同左

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価額及び資本組入

額（円）

発行価額　　12,500

資本組入額　12,500
同左

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても当社取締役又

は従業員であることを要する。

　権利者が死亡した場合には、相続人

が権利行使可能とする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 　権利の譲渡及び質入れは認めない。 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
－ －

（注）１．株式分割及び時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数　＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
時価（または調整前行使価額）

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

調整後付与株数 ＝ 調整前付与株数 × 調整前行使価額 ÷ 調整後行使価額

権利付与日以降、株式の分割又は併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数及び発行価

額は、分割又は併合の比率に応じ比例的に調整される。

２．平成14年２月22日開催の取締役会決議により、平成14年５月20日付で普通株式１株を４株にしたため、新株

予約権の目的となる株式の数は16,700株に、新株予約権の行使価額、新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価額および資本組入額はそれぞれ12,500円に調整しております。

３．平成20年５月31日現在、新株予約権の行使により、新株予約権の目的となる株式の数は、3,222株となります。
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②　提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく新株予約

権（ストックオプション））に関する事項は次のとおりであります。

(イ）平成14年６月28日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 157 157

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数

（株）
157 157

新株予約権の行使時の払込金額

（円）
134,610 同左

新株予約権の行使期間
自　平成16年９月６日

至　平成22年９月５日
同左

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価額及び資本

組入額（円）

発行価額　　134,610

資本組入額　 67,310
同左

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても当社取締役又

は従業員であることを要する。

　権利者が死亡した場合には、相続人

が権利行使可能とする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 　権利の譲渡及び質入れは認めない。 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
－ －

　（注）１．株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生ずる１円未満の端

数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権等の行使による場合は行使価額の調整

は行わない。

    
既発行株式数　＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

調整後付与株数 ＝ 調整前付与株数 × 調整前行使価額 ÷ 調整後行使価額

権利付与日以降、合併する場合、株式分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使

価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。

２．当事業年度において、付与株式数のうち、155株失効（付与対象者の退職による権利喪失）しております。

３．平成20年５月31日現在、新株予約権の失効により、新株予約権の目的となる株式数は157となります。
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(ロ)平成16年６月24日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 50 50

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数

（株）
50 50

新株予約権の行使時の払込金額

（円）
363,195 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年９月22日

至　平成24年９月21日
同左

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価額及び資本

組入額（円）

発行価額　　363,195

資本組入額　 181,600
同左

新株予約権の行使の条件

　各新株予約権の一部行使はできない

ものとする。

　その他の権利行使の条件は、当社取

締役会において決定するものとする。

　新株予約権発行の取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権者との間で締

結する新株割当契約に定める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　被付与者およびその権利承継者は、

契約書に定める以外は、本新株予約権

を第三者に譲渡することは出来ず、又

はこれに担保権を設定することがで

きないものとする。

　新株予約権を譲渡するには、取締役

会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
－ －

　（注）　　株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数　＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
時価（又は調整前行使価額）

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

新株予約権発行日後に、合併する場合、株式分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、発行価額は適切に調整されるものとする。
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(ハ)平成16年６月24日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 160 160

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数

（株）
160 160

新株予約権の行使時の払込金額

（円）
253,680 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年12月20日

至　平成24年12月19日
同左

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価額及び資本

組入額（円）

発行価額　　253,680

資本組入額　 126,840
同左

新株予約権の行使の条件

　各新株予約権の一部行使はできない

ものとする。

　その他の権利行使の条件は、当社取

締役会において決定するものとする。

　新株予約権発行の取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権者との間で締

結する新株割当契約に定める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　被付与者およびその権利承継者は、

契約書に定める以外は、本新株予約権

を第三者に譲渡することは出来ず、又

はこれに担保権を設定することがで

きないものとする。

　新株予約権を譲渡するには、取締役

会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
－ －

　（注）１．株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生ずる１円未満の端

数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数　＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
時価（又は調整前行使価額）

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

新株予約権発行日後に、合併する場合、株式分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、発行価額は適切に調整されるものとする。

２．平成20年５月31日現在、新株予約権の行使により、新株予約権の目的となる株式の数は、160株となります。
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③　会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

(イ）平成19年12月11日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の残高（千円） － －

新株予約権の数（個） － －

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 　－

新株予約権の目的となる株式の数

（株）
（注１） －

新株予約権の行使時の払込金額

（円）
292,000（注２） －

新株予約権の行使期間
自　平成19年12月27日

至　平成20年６月26日
－

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価額及び資本

組入額（円）

（注３） －

新株予約権の行使の条件
　各本新株予約権の一部行使はできな

い。
－

自己新株予約権の取得の事由及び取

得の条件

　当社は、当社が株式交換又は株式移

転により他の会社の完全子会社とな

ることを当社の株主総会で承認決議

した場合は、（ⅰ）本新株予約権証券

が発行されていない場合には、会社法

第273条の規定に従って通知をし、

（ⅱ）本新株予約権証券が発行され

ている場合には、会社法第273条、第

274条及び第293条の規定に従って公

告及び通知をしたうえで、当社取締役

会で定める取得日に、本新株予約権１

個当り50,000円の価額で、本新株予約

権者（当社を除く。）の保有する本新

株予約権の全部を取得する。

－

新株予約権の譲渡に関する事項

　譲渡による本新株予約権の取得（但

し、割当先からその関係会社への譲渡

による取得は除く。）については、当

社取締役会の承認を要するものとす

る。

－

代用払込みに関する事項 　該当事項なし －

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
　該当事項なし －

（注）１．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る本新株予約権の数に

10,000,000円を乗じ、これを行使価額（注２に定義する。）で除した数とし、１株未満の端数は切り捨てる。各

本新株予約権の目的である株式の数（以下、割当株式数という。）は、当該株式数を行使請求に係る本新株予

約権の数で除した数とする。

２．新株予約権の行使時の払込金額

(1)本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

①各本新株予約権の公示に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じ

た額とする。

②本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当りの金銭の額（以下、行使価額という。）

は、当初292,000円とする。

(2)行使価額の修正
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本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下、修正日という。）の前日まで（当日を含む。）の３連続

取引日（但し、売買高加重平均価格の公表されない日は除く。）の株式会社大阪証券取引所における当社

普通株式の普通取引の売買高加重平均価格の平均値の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げ

た金額（以下、修正日価額という。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は

下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。但し、修正日にかかる修正

後の行使価額が下限行使価額（以下に定義する。）を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価

額とする。上記３連続取引日の間に本欄第３項に基づく調整の原因となる事由が発生した場合には、当該

３連続取引日の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格は当該

事由を勘案して調整されるものとする。下限行使価額は当初、別記割当日欄記載の割当日の前日まで（当

日を含む。）の３連続取引日（但し、売買高加重平均価格の公表されない日は除く。）の株式会社大阪証

券取引所における当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格の平均値の50％に相当する金額の１円

未満の端数を切り上げた金額とする。下限行使価額は、本項第(3)号の規定を準用して調整される。

本新株予約権のいずれかの行使にあたって上記修正が行われる場合には、当社は、かかる行使の際に、当

該本新株予約権者に対し、修正後の行使価額を通知する。

(3)行使価額の調整

①当社は、当社が本新株予約権の発行後、本号②に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる

場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下、行使価額調整式という。）を

もって行使価額を調整する。

    

既発行株式数＋

新発行・

処分株式数
×
１株当りの

発行・処分価額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×

時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数

②行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後の行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。

1.本号④の2.に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有す

る当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社

普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式

交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。）調整後の行使価額は、払込期日（募集に

際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。）以

降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合はその日の翌日以降これを適用する。
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2.株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後の行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

3.本号④の2.に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権

付株式又は本号④の2.に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新

株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合

調整後の行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条

件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約

権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に

割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

4.当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに本号④の2.に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

5.本1.乃至3.の場合において、基準日が設定され、且つ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役

会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本1.乃至3.にかかわらず、調整後の行使価額

は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該

承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法によ

り、当社普通株式を交付する。

株式数 ＝
（調整前転換価額 － 調整後転換価額） ×

調整前行使価額により

当該期間内に交付され

た株式数

調整後転換価額

③行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどま

る場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価

額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を

差し引いた額を使用する。

④1.行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

2.行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始

まる30取引日の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値の

ない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を四捨五入する。

3.行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前

の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控

除した数とする。また、本号②の5.の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基

準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとす

る。

⑤本号②の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者と

協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

1.株式の併合、資本金の減少、新設分割、吸収分割、株式交換又は合併（合併により当社が消滅する場合

を除く。）のために転換価額の調整を必要とするとき。

2.株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。
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3.転換価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑥本号②の規定にかかわらず、本号②に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日が本項(2）号に基づ

く行使価額の修正日と一致する場合には、本項第２号に基づく行使価額の調整は行わないものとする。

但し、この場合も、下限行使価額については、かかる調整を行うものとする。

⑦行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後の行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者

に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始

日その他必要な事項を書面で通知する。但し、本号②の5.に定める場合その他適用開始日の前日までに

上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。また、本号⑥の規定が

適用される場合には、かかる通知は下限行使価額の調整についてのみ行う。

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額及び資本組入額

(1)新株予約権の行使により株式を交付する場合の株式１株の払込金額

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の払込金額は、行使請求にかかる各本新株予約権の

行使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求にかかる各本新株予約権の払込金額の総額を加え

た額を、別記、新株予約権の目的となる株式の数欄記載の株式の数で除した額とする。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定めると

ころに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じ

る場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する

資本金の額を減じた額とする。

　（注）平成20年６月26日付け期間満了をもって上記新株予約権は消滅いたしました。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成16年４月１日～

平成17年３月31日

(注１)

2,578 76,352.42 32,225 1,788,900 － 764,868

平成16年４月１日～

平成17年３月31日

(注２)

3,755.93 80,108.35 557,775 2,346,675 557,775 1,322,643

平成16年４月１日～

平成17年３月31日

(注３)

3,457.81 83,566.16 250,000 2,596,675 250,000 1,572,643

平成16年４月１日～

平成17年３月31日

(注４)

2,024.33 85,590.49 250,000 2,846,675 250,000 1,822,643

平成16年４月１日～

平成17年３月31日

(注５)

8,000 93,590.49 974,640 3,821,315 974,640 2,797,283

平成16年４月１日～

平成17年３月31日

(注６)

17 93,607.49 1,144 3,822,459 1,144 2,798,428

平成17年４月１日～

平成18年３月31日

(注７)

2,728.29 96,335.78 336,675 4,159,134 336,675 3,135,103

平成17年４月１日～

平成18年３月31日

(注８)

5,020 101,355.78 62,750 4,221,884 － 3,135,103

平成17年４月１日～

平成18年３月31日

(注９)

73 101,428.78 4,913 4,226,797 4,912 3,140,015

平成18年４月１日～

平成19年３月31日

(注10)

3,220 104,648.78 40,250 4,267,047 － 3,140,015

平成18年４月１日～

平成19年３月31日

(注11)

182 104,830.78 12,250 4,279,298 12,248 3,152,264

平成19年４月１日～

平成20年３月31日

(注12)

2,870 107,700.78 35,875 4,315,173 － 3,152,264

平成19年４月１日～

平成20年３月31日

(注13)

22 107,722.78 1,480 4,316,653 1,480 3,153,744
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年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成19年４月１日～

平成20年３月31日

(注14)

40 107,762.78 5,073 4,321,726 5,073 3,158,817

平成19年４月１日～

平成20年３月31日

(注15)

20,027 127,789.78 1,341,327 5,663,054 1,341,327 4,500,145

平成20年４月１日～　

　平成21年３月31日

（注16）　

13,030.22 140,820.00 743,561 6,406,615 743,561 5,243,706

（注）１．新株引受権の行使

発行株数　　　　　　2,578株

行使価額　　　　　 12,500円

資本組入額　　　 32,225千円

２. 2008年３月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使

発行株数　　　　 3,755.93株

発行価額　　　1,115,550千円

資本組入額　　　557,775千円

３. 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使

発行株数　　　　 3,457.81株

発行価額　　　　500,000千円

資本組入額　　　250,000千円

４. 第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使

発行株数　　　　 2,024.33株

発行価額　　　　500,000千円

資本組入額　　　250,000千円

５. 有償少人数募集

発行株数　　　　　　8,000株

発行価額　　　1,949,280千円

資本組入額　　　974,640千円

６. 新株予約権の行使

発行株数　　　　　　　 17株

行使価額　　　　　134,610円

資本組入額　　　　1,144千円

７. 2008年３月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使

発行株数　　　　 2,728.29株

発行価額　　　　673,350千円

資本組入額　　　336,675千円

８．新株引受権の行使

発行株数　　　　　　5,020株

行使価額　　　 　　12,500円

資本組入額　　　 62,750千円
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９. 新株予約権の行使

発行株数　　　　　　　 73株

行使価額　　　　　134,610円

資本組入額　　　　4,913千円

10．新株引受権の行使

発行株数　　　　　　3,220株

行使価額　　　 　　12,500円

資本組入額　　　 40,250千円

11. 新株予約権の行使

発行株数　　　　　　　182株

行使価額　　　　　134,610円

資本組入額　　　 12,250千円

12. 新株引受権の行使

発行株数　　　　　　2,870株

行使価額　　　 　　12,500円

資本組入額　　　 35,875千円

13. 新株予約権の行使

発行株数　　　　　　　22株

行使価額　　　　　134,610円

資本組入額　　　  1,480千円

14. 新株予約権の行使

発行株数　　　　　     40株

行使価額　　　　　253,680円

資本組入額　　    5,073千円

15. 新株予約権の行使

発行株数　　　　　 20,027株

行使価額　　　　　113,554円～180,961円

資本組入額　　1,341,327千円

16. 新株予約権の行使

発行株数　　　　　 13,031株

行使価額　　　　　113,554円

資本組入額　　　743,561千円

（５）【所有者別状況】

　 平成21年３月31日現任

区分

株式の状況

端株の
状況政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 13 70 15 14 10,506 10,620 －

所有株式数

（株）
－ 1,353 2,315 2,364 3,304 1,683 129,801 140,820 －

所有株式数の

割合（％）
－ 0.96 1.64 1.68 2.35 1.19 92.18 100.00 －

　　（注）自己株式数は、個人その他に21株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大谷　省三

（常任代理人新光証券株式会社）

1136 HAMILTON ANENUE,PALO ALTO,

CA94301,U.S.A

 (東京都中央区八重洲2-4-1)

19,171 13.61

吉村　一男

（常任代理人新光証券株式会社）

5 JALAN RUMBIA #12-06

THE IMPERIAL SINGAPORE 239621

 (東京都中央区八重洲2-4-1)

6,470 4.59

大和　邦威 大阪府枚方市 2,600 1.84

金　正男 東京都荒川区 1,518 1.07

大阪証券金融株式会社

取締役社長　堀田　隆夫
大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 1,305 0.92

三晶実業株式会社

代表取締役　佐竹　昌一郎
東京都中央区日本橋3-2-9 1,120 0.79

田中　芳孝 東京都練馬区 1,098 0.78

浜口　正巳 大阪府高槻市 1,066 0.75

ジョン　ドーソン

（常任代理人新光証券株式会社）

930 PALO ALTO ANENUE,PALO ALTO,

CA94301,U.S.A

 (東京都中央区八重洲2-4-1)

1,000 0.71

橋本　勇蔵 兵庫県宍粟市 1,000 0.71

計 － 36,348 25.81
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 21 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　140,799 140,799 －

端株 普通株式　　　－ － －

発行済株式総数 140,820　 － －

総株主の議決権 － 140,799 －

②【自己株式等】

　 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ゼンテック・テ

クノロジー・ジャパン

東京都千代田区内神

田2-1-2
21 － 21 0.01

計 － 21 － 21 0.01

EDINET提出書類

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン(E05208)

有価証券報告書

 35/125



（８）【ストックオプション制度の内容】

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19の規定及び旧新事業創出促

進法第11条の５第２項に基づき、新株引受権方式により当社取締役、使用人及び認定支援者に対して付与すること

を、平成13年３月２日の臨時株主総会において決議しております。また、平成14年６月28日の定時株主総会、平成16年

６月24日の定時株主総会において、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づいて、ストックオプションとし

て新株予約権を発行することを決議しております。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

①平成13年３月２日の臨時株主総会における付与決議

決議年月日 平成13年３月２日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役４名、当社従業員11名

認定支援者である当社監査役１名及び当社子会社の

従業員16名

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）新株予約権等の状況に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

②平成14年６月28日の定時株主総会における発行決議

決議年月日 平成14年６月28日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員２名、当社子会社従業員３名

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）新株予約権等の状況に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

③平成16年６月24日の定時株主総会における発行決議

決議年月日 平成16年６月24日

付与対象者の区分及び人数 社外協力者　１名

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）新株予約権等の状況に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上
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代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

④平成16年６月24日の定時株主総会における発行決議

決議年月日 平成16年６月24日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　１名、当社従業員　２名

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）新株予約権等の状況に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　　　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 0.78 333,666 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他

（ － ）
－ － － －

保有自己株式数 21 － 21 －
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３【配当政策】

当社は、株主への利益還元を重要な経営課題と認識し、今後の経営状況を鑑み適時配当を実施していく方針であり、

中間配当と期末配当の年２回、剰余金の配当を行うことを基本方針としております。しかしながら、当期の剰余金の配

当につきましては、事業再構築に伴う大幅な損失の計上により債務超過企業体質の強化および積極的な事業展開と成

長戦略の実行に必要な内部留保の確保のため、誠に遺憾ではございますが、無配とさせていただきたいと存じます。

なお、当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る。」旨定款に定めております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 464,000 1,200,000 843,000 419,000 124,000

最低（円） 217,000 224,000 215,000 98,500 784

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 11,400 7,500 4,950 4,920 3,730 2,645

最低（円） 5,380 4,250 3,000 2,760 821 784

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。

EDINET提出書類

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン(E05208)

有価証券報告書

 39/125



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役社長

（代表取締

役）

 仲西　隆策 昭和42年５月20日生

平成２年３月 中央大学卒業

平成２年４月 松下コンピュータシステム株

式会社入社

平成６年８月 日揮情報システム株式会社入

社

平成12年９月 当社入社

平成13年８月 当社執行役員テクニカルマー

ケティング部長

平成14年１月 当社執行役員テクニカルマー

ケティング部長兼技術開発部

長

平成20年10月 当社執行役員システムソ

リューション部統括部長

平成21年４月 当社最高執行責任者兼システ

ムソリューション部統括部長

平成21年６月 当社代表取締役社長就任（現

任）

(注)３ 190

取締役 管理担当 落合　節男 昭和40年４月29日生

平成１年３月 明星大学卒業

平成１年４月 日産コンピュータテクノロ

ジー株式会社入社

平成８年４月 株式会社エムズプロ入社

平成14年11月 当社入社

平成16年４月 当社技術開発本部ＱＡチーム

リーダー

平成20年10月 当社システムソリューション

部開発グループグループリー

ダー

平成21年６月 当社取締役就任（現任）

(注)３ －

取締役 開発担当　 安原　啓介 昭和44年４月25日生

昭和63年３月 鹿児島県立鹿児島中央高等学

校卒業

平成２年11月 株式会社ピースリー入社

平成８年６月 日本総合システム株式会社入

社

平成13年５月 当社入社

平成14年９月 当社技術開発本部ＳＩグルー

プリーダー

平成20年10月 当社システムソリューション

部開発グループ長

平成21年６月 当社取締役就任（現任）

(注)３ 80

取締役
事業開発推

進担当
小野　剛 昭和53年５月６日生

平成13年３月 武蔵大学卒業

平成13年４月 東京読売巨人軍入団

平成15年２月 イタリア　セリエＡ・サンマリ

ノ入団

平成16年２月 埼玉西武ライオンズ入団

平成19年11月 東海住宅株式会社入社

平成20年10月 株式会社ＧＳＬ代表取締役

（現任）

平成21年６月 当社取締役就任（現任）

(注)３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役  早川　公正 昭和11年５月１日生

昭和35年３月 東京大学理学部　数学科卒

昭和35年３月 日本ユニバック株式会社（現

日本ユニシス株式会社）入社

昭和61年４月 同社　システム第２本部長

平成14年６月 日本ラッド株式会社　常任監査

役

平成18年６月 当社監査役（現任）

(注)４ －

監査役  井上　隆彦 昭和21年５月11日生

昭和48年10月 司法試験合格

昭和51年４月 弁護士登録（現任）

昭和57年４月 井上隆彦法律事務所開設

平成10年４月 大阪弁護士会副会長

平成15年２月 フェニックス法律事務所

 開設（現任）

平成18年４月 (財)法律扶助協会副会長

平成18年６月 当社監査役（現任）

(注)４ －

監査役  森　一美 昭和23年１月６日生

昭和46年３月 東海大学卒業

昭和46年４月 株式会社ビデオリサーチ入社

平成６年４月 同社デジタルメディア部部長

平成19年４月 早稲田大学理工学部マーケ

ティング講師（現任）

平成21年６月 当社常勤監査役就任（現任）

(注)５ －

    計  270

　（注）１．取締役　小野剛は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役　早川公正、森一美、井上隆彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．平成18年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業統治（コーポレート・ガバナンス）とは、会社の意思決定機関である取締役会の活性化と経営陣に対

する監視、及び不正を防止する仕組みであると考えております。

　当社は、取締役会を経営方針戦略の意思決定機関とし、業務執行については経営会議及び執行役員制度により、責任

の明確化と効率性の向上を推進しております。また、監査役は社外から登用し、チェック機能の強化に取り組んでお

ります。さらに、社長を委員長とし人事、経理、法務等、職能代表からなるコンプライアンス・リスク管理委員会を設

置し、コンプライアンス行動基準を制定して適用法令、倫理の遵守を徹底するとともに、事業活動で予測されるリス

クを分析し対策を立案及び実践するリスク管理の推進に取り組んでおります。

内部監査機能は、社長直属の組織である監査室が監査チームを結成して、各部署の所管業務がコンプライアンス行

動基準に従い、適正かつ有効に運用されているか否かを監査し、その結果をコンプライアンス・リスク管理委員会に

報告し、コンプライアンス・リスク管理を継続的に改善する仕組みを推進します。

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システム、リスク管理体制の整備の状況等

①会社の機関の内容

当社では、取締役と監査役という枠組みの中で、執行役員制度を平成14年６月より導入しており、現行経営体制

は、取締役４名（内、社外取締役１名）、執行役員２名、監査役３名（内、社外監査役３名）であります。

・取締役および取締役会

当社の取締役は、取締役４名の体制となっております。また、取締役会は、経営の意思決定機関として、毎月１回以

上開催しております。当社グループは、開発拠点を米国（シリコンバレー）、日本（東京・大阪）、及びシンガポール

に有しており、特にシリコンバレーのコア技術開発センターは当社グループの開発業務の中核に位置するため、企業

運営体制として、取締役が米国、日本、シンガポールにそれぞれ常駐する体制をとっております。さらに、各取締役は

必要に応じて各拠点間を往復しており、現在までの所、企業運営体制に支障は生じておらず、むしろ取締役が各拠点

に分駐する事により迅速な意思決定が実現出来ている為、今後共、現体制を継続する方針です。

取締役の業務報告は、毎月１回以上開催の取締役会において、担当取締役より実施されております。毎月１回開催

を原則とする経営会議で充分に議論された重要事項に対しては、定款、社内規程に基づき、取締役会の決議により決

定されております。また、取締役の業務状況及び取締役会の運営・議案決議の妥当性に関し、監査役により監査を受

けております。

・監査役および監査役会

当社は監査役制度を採用し、毎月１回以上開催の監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役２名の計３名の体制

となっております。監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役から営業の報告を聴取し、重要な決

議書類等を閲覧し、各部署および子会社において業務及び財産の状況を随時に監査または調査するとともに、決算期

においては、監査法人より監査結果の報告を受けた上で、監査報告書を作成しております。さらに、コーポレート・ガ

バナンスの一環として、取締役の職務執行が適法性を欠く恐れがある場合には、必要な助言を行い、的確に職務を遂

行しております。

・経営会議

経営会議は、取締役および執行役員により原則として毎月１回開催され、営業計画、予算、総合調整、業績の総合把

握、会社の重要な人事等全般的な経営の執行に関する事項、その他重要または異例な業務の執行に関する事項を協議

し、社長の決定により確定しております。
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②当社の業務執行の体制、経営監視および内部統制、リスク管理体制の仕組み

③内部統制システム及びリスク管理体制に関する基本的考え方と整備の状況

　当社は、事業活動において、正しきを行う、をビジネス倫理のコアとして、コンプライアンス行動基準を制定し、関

連社内規定の改訂と整備を行い、適用法令、倫理の遵守を徹底していきます。同時に、コンプライアンス・リスク管理

委員会が、事業活動で予測されるリスク分析とリスク管理規定の制定・改訂を推進し、当該リスクに対する対策の立

案及び助言を行うことで、リスクの予防及び軽減に取組むとともに、有事において、迅速、かつ誠実に対応してまいり

ます。

また、当社は、平成18年５月17日開催の取締役会において、内部統制システムに関する基本方針を下記の通り決議

いたしました。

1.取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会を毎月１回、必要に応じて随時開催し、基本的事項、重要事項の意思決定および業務執行の報告を行

う。

2.取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

当社の企業倫理を遵守できるための指針として、コンプライアンス・マニュアルを作成し、それに伴う内部

者通報制度の設置をする。

3.取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制

文書管理規程等を整備し、法令、社内規程に基づき情報を保存、管理する体制を確立する。

4.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

事業レベルでの課題、重要な法務問題および法令順守にかかる課題、品質管理・環境保全での　課題等各分野

のリスクと対策を抽出し、中期計画にリンクさせる仕組みを図る。

5.取締役および従業員が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制およびその他監査役の

監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役が取締役会、経営会議等に出席するとともに、必要な決議書類、業務・財産状況の調査をすることがで

きる体制の充実を図る。
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6.当社子会社における業務の適正を確保するための体制

子会社を含めたグループレベルでのコンプライアンス・マニュアルの適用およびコンプライアンスを確保

するための制度の確立を図る。

④内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

当社の内部監査については、社長直属の組織である監査室１名の指揮のもと従業員の中から内部監査人を指名し

て監査チームを結成して、各部署および子会社の業務がコンプライアンス行動基準および社内規程に従い、適正かつ

有効に運用されているか否かを監査し、その結果をコンプライアンス・リスク管理委員会に報告し、コンプライアン

ス・リスク管理を継続的に改善する仕組みを推進します。

監査室は、自ら実施した監査テーマについて監査役と定期的、もしくは、必要に応じて報告、意見交換を行っており

ます。

また、監査役及び会計監査人は、内部監査について監査役監査や会計監査人による法定監査を通じて定期的、もし

くは、必要に応じて報告、意見交換を行っております。

⑤会計監査の状況

当社は、会計監査人として監査法人ウィングパートナーズと監査契約を締結し、会社法監査及び金融商品取引法

監査を受けております。監査法人ウィングパートナーズの指定社員・業務執行社員は、公認会計士　赤坂満秋、森下賢

二の各氏であり、その他会計監査業務に携わる補助者は14名であります。なお、当該監査法人及びその業務執行社員

と当社との間には、特別な利害関係はありません。

⑥社外取締役及び社外監査役との関係

当社の監査役である早川公正氏、井上隆彦氏および森一美氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり

ます。同社外監査役と他の会社との兼任状況（他の会社の業務執行者である場合）および当社と当該他の会社との

関係につきましては、下記の通りです。

１．監査役井上隆彦氏は、フェニックス法律事務所の所長を兼務しております。なお、当社はフェニックス法律事

務所との間には特別の関係はありません。

２．監査役森一美氏は、早稲田大学理工学部講師を兼務しております。なお、当社は早稲田大学との間には特別の

関係はありません。

⑦法律事務所との顧問契約

当社は、法律事務所と顧問契約を締結し、日常発生する法律問題全般に関して助言と指導を適時受けられる体制

を設けております。

(3) 役員報酬の内容

取締役及び監査役に支払った報酬

　　　　　　　　　取締役に対する報酬支給総額　　　　　　　　 34,903千円

　　　　　　　　　監査役に対する報酬支給総額　　　　　　　　　7,500千円

※上記に示す監査役は、社外監査役であります。

（注）報酬限度額　取締役：　年額　　　　　　　　　500,000千円

　　　　　　　　　　　　　　監査役　　年額　　　　　　　　　100,000千円
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(4) 取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

(5) 取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、出席した議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、かつ、累積投票によらない旨定款に定めております。

(6) 剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めのある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会

の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

(7) 取締役の責任免除・責任限定契約

当社は、積極的な意思決定と業務執行を可能とし、取締役の責任を合理的な範囲内にとどめるため、会社法第426

条の規定により、取締役（取締役であった者を含む。）の会社法423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失が

ないときは、取締役会の決議（当該責任を負う取締役を除く）によって、法令に定める限度額の範囲内でその責任を

免除することができる旨を、また、会社法第427条の規定により、社外取締役との間で、当該社外取締役の会社法423条

第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないときは、法令に定める額を責任限度とする契約を締結することが

できる旨を定款に定めております。

(8) 監査役の責任免除・責任限定契約

当社は、適任者を登用、招聘し、その期待される役割を十分に発揮することができるように、会社法第426条の規定

により、監査役（監査役であった者を含む。）の会社法423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないとき

は、取締役会の決議によって、法令に定める限度額の範囲内でその責任を免除することができる旨を、また、会社法第

427条の規定により、社外監査役との間で、当該社外監査役の会社法423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過

失がないときは、法令に定める額を責任限度とする契約を締結することができる旨を定款に定めております。
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(9) 会計監査人の責任免除・責任限定契約

当社は、会計監査人が期待される役割を十分に発揮することができるように、会社法第426条の規定により、会計

監査人（会計監査人であった者を含む。）の会社法423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないときは、

取締役会の決議によって、法令に定める限度額の範囲内でその責任を免除することができる旨を、また、会社法第427

条の規定により、会計監査人との間で、当会計監査人の会社法423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がな

いときは、法令に定める額を責任限度とする契約を締結することができる旨を定款に定めております。

(10) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使できる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、商法

等の一部を改正する法律（平成14年法律第44号）により、株主総会特別決議の定足数の緩和が認められたことに伴

う所要の変更を行うものであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 － － 40,000 －

連結子会社 － － － －

計 － － 40,000 －

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第９期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

10期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第９期事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び第10期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31

日まで）の財務諸表について、監査法人ウィングパートナーズにより監査を受けております。　
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 596,080 44,524

受取手形及び売掛金 4,991,741 995,226

たな卸資産 1,665,762 －

商品及び製品 － 229,995

仕掛品 － 121,292

原材料及び貯蔵品 － 2,305

短期貸付金 1,149,775 －

前渡金 413,011 35,885

未収入金 77,483 247,533

預け金 316,429 318,405

その他 363,774 35,530

貸倒引当金 △612 △540,869

流動資産合計 9,573,446 1,489,830

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 104,094 24,561

減価償却累計額 △53,328 △10,515

建物及び構築物（純額） 50,765 14,045

その他 380,300 212,436

減価償却累計額 △246,731 △149,516

その他（純額） 133,569 62,919

有形固定資産合計 184,334 76,965

無形固定資産

のれん 163,861 65,664

ソフトウエア 2,778,844 653,031

ソフトウエア仮勘定 2,307,507 644,652

その他 67,660 8,930

無形固定資産合計 5,317,874 1,372,278

投資その他の資産

投資有価証券 4,545,281 3,055,795

破産更生債権等 － 626,943

長期貸付金 120,000 －

繰延税金資産 7,846 7,287

その他 891,914 117,156

貸倒引当金 △604,479 △626,943

投資その他の資産合計 4,960,563 3,180,239

固定資産合計 10,462,773 4,629,483
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

繰延資産

創立費 297 －

株式交付費 9,090 9,653

繰延資産合計 9,388 9,653

資産合計 20,045,608 6,128,967

負債の部

流動負債

買掛金 2,023,434 341,002

短期借入金 ※1, ※2
 8,040,188

※1, ※2
 8,328,508

1年内返済予定の長期借入金 ※1, ※2
 1,899,345

※1, ※2
 12,002

未払法人税等 46,067 48,077

繰延税金負債 250 －

製品保証引当金 9,196 10,680

その他 783,784 411,570

流動負債合計 12,802,268 9,151,841

固定負債

長期借入金 ※1, ※2
 884,122

※1, ※2
 27,651

繰延税金負債 198 58

退職給付引当金 5,682 －

負ののれん 3,272 1,904

その他 93 －

固定負債合計 893,369 29,613

負債合計 13,695,637 9,181,455

純資産の部

株主資本

資本金 5,663,054 6,406,615

資本剰余金 4,500,145 5,243,706

利益剰余金 △2,327,034 △13,957,843

自己株式 △9,316 △8,983

株主資本合計 7,826,848 △2,316,503

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,519,565 －

繰延ヘッジ損益 364 －

為替換算調整勘定 13,681 △735,983

評価・換算差額等合計 △1,505,519 △735,983

新株予約権 21,650 －

少数株主持分 6,991 －

純資産合計 6,349,970 △3,052,487

負債純資産合計 20,045,608 6,128,967
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 10,752,979 1,781,390

売上原価 ※1
 9,322,280

※4
 3,322,424

売上総利益又は売上総損失（△） 1,430,699 △1,541,034

販売費及び一般管理費

旅費及び交通費 113,043 76,251

役員報酬 144,216 97,651

給与手当 502,137 352,523

支払手数料 241,562 303,534

販売手数料 7,573 8,145

研究開発費 30,717 35,097

貸倒引当金繰入額 － 162,695

その他 838,440 693,119

販売費及び一般管理費合計 ※1
 1,877,691

※1
 1,729,018

営業損失（△） △446,992 △3,270,052

営業外収益

受取利息 197,980 4,147

為替差益 － 177,724

負ののれん償却額 1,453 1,368

還付消費税等 － 30,988

その他 15,407 22,366

営業外収益合計 214,841 236,594

営業外費用

支払利息 149,842 224,740

支払手数料 141,695 125,727

株式交付費償却 2,684 4,641

為替差損 274,235 －

その他 8,372 3,811

営業外費用合計 576,829 358,921

経常損失（△） △808,980 △3,392,379

特別利益

投資有価証券売却益 219,284 110,907

関係会社株式売却益 － 52,141

その他 － 15,498

特別利益合計 219,284 178,547
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別損失

前期損益修正損 － 411,069

固定資産除却損 ※2
 38,996

※2
 2,849,412

投資有価証券評価損 539,613 1,715,894

投資有価証券売却損 － 21,001

内装工事費用 3,259 －

減損損失 ※3
 1,583,125

※3
 194,946

貸倒引当金繰入額 511,609 957,860

貸倒損失 － 1,971,880

その他 － 258,616

特別損失合計 2,676,605 8,380,682

税金等調整前当期純損失（△） △3,266,301 △11,594,513

法人税、住民税及び事業税 162,447 41,559

法人税等調整額 58,541 1,393

法人税等合計 220,988 42,953

少数株主損失（△） △19,038 △6,991

当期純損失（△） △3,468,251 △11,630,474
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,279,298 5,663,054

当期変動額

新株の発行 1,383,756 743,561

当期変動額合計 1,383,756 743,561

当期末残高 5,663,054 6,406,615

資本剰余金

前期末残高 3,225,545 4,500,145

当期変動額

新株の発行 1,347,881 743,561

その他 △73,281 －

当期変動額合計 1,274,600 743,561

当期末残高 4,500,145 5,243,706

利益剰余金

前期末残高 1,067,935 △2,327,034

当期変動額

当期純損失（△） △3,468,251 △11,630,474

自己株式の消却 － △333

その他 73,281 －

当期変動額合計 △3,394,970 △11,630,808

当期末残高 △2,327,034 △13,957,843

自己株式

前期末残高 △9,316 △9,316

当期変動額

自己株式の消却 － 333

当期変動額合計 － 333

当期末残高 △9,316 △8,983

株主資本合計

前期末残高 8,563,462 7,826,848

当期変動額

新株の発行 2,731,637 1,487,122

当期純損失（△） △3,468,251 △11,630,474

当期変動額合計 △736,613 △10,143,352

当期末残高 7,826,848 △2,316,503
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 7,386 △1,519,565

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,526,952 1,519,565

当期変動額合計 △1,526,952 1,519,565

当期末残高 △1,519,565 －

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △1,064 364

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,429 △364

当期変動額合計 1,429 △364

当期末残高 364 －

為替換算調整勘定

前期末残高 652,824 13,681

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△639,142 △749,665

当期変動額合計 △639,142 △749,665

当期末残高 13,681 △735,983

評価・換算差額等合計

前期末残高 659,146 △1,505,519

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,164,666 769,535

当期変動額合計 △2,164,666 769,535

当期末残高 △1,505,519 △735,983

新株予約権

前期末残高 － 21,650

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21,650 △21,650

当期変動額合計 21,650 △21,650

当期末残高 21,650 －

少数株主持分

前期末残高 26,030 6,991

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △19,038 △6,991

当期変動額合計 △19,038 △6,991

当期末残高 6,991 －
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 9,248,639 6,349,970

当期変動額

新株の発行 2,731,637 1,487,122

当期純損失（△） △3,468,251 △11,630,474

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,162,055 740,893

当期変動額合計 △2,898,668 △9,402,458

当期末残高 6,349,970 △3,052,487
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △3,266,301 △11,594,513

減価償却費 1,113,585 1,362,061

減損損失 1,583,125 194,946

貸倒引当金の増減額（△は減少） 505,371 606,566

のれん償却額 85,597 77,864

負ののれん償却額 △1,453 △1,368

販売権償却 50,005 50,005

製品保証引当金の増減額（△は減少） 446 1,483

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,203 274

貸倒損失 － 1,971,880

受取利息及び受取配当金 △206,544 △8,928

支払利息 149,842 224,740

支払手数料 113,350 125,727

株式交付費償却 2,684 4,641

投資有価証券売却損益（△は益） △219,284 △89,905

投資有価証券評価損益（△は益） 539,613 1,715,894

子会社株式売却損益（△は益） － △52,141

固定資産除却損 38,996 2,849,412

新株予約権戻入益 － △5,250

前渡金の増減額（△は増加） △720,201 364,970

預け金の増減額（△増加額） 127,720 △16,505

為替差損益（△は益） － 14,255

売上債権の増減額（△は増加） △3,231,741 3,663,914

仕入債務の増減額（△は減少） 373,498 △1,568,764

たな卸資産の増減額（△は増加） △495,017 1,079,497

その他 782,577 △854,602

小計 △2,672,924 116,158

利息及び配当金の受取額 52,343 7,663

利息の支払額 △157,451 △53,090

法人税等の支払額 △545,248 △47,288

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,323,281 23,441
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △62,908 △5,140

無形固定資産の取得による支出 △1,450,778 △366,898

投資有価証券の取得による支出 △1,163,444 △22,104

投資有価証券の売却による収入 451,057 491,890

貸付金の貸付けによる支出 △999,829 △67,595

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ 11,143

子会社株式の売却による収入 － 153,500

貸付金の回収による収入 509,908 40,000

その他 △11,222 64,462

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,727,217 299,258

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,460,726 △1,760,383

長期借入れによる収入 － 80,000

長期借入金の返済による支出 △1,020,380 △645,134

社債の償還による支出 △5,300,000 －

株式の発行による収入 2,709,061 1,465,517

新株予約権の発行による収入 35,000 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,884,407 △860,001

現金及び現金同等物に係る換算差額 △43,428 △14,255

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,209,518 △551,555

現金及び現金同等物の期首残高 4,805,599 596,080

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 596,080

※1
 44,524
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当社グループは、当連結会計年度において不適切なのれ

ん等の計上、売上及び売掛金の繰上げ計上及び架空計上、

売掛金の貸倒引当金計上の回避、及び債権譲渡による貸倒

引当金計上の回避により、平成20年3月期の連結売上高が

20億47百万円、同営業利益20億67百万円並びに経常利益が

20億37百万円、同当期純利益が41億13百万円、それぞれ過

大に計上されていたことが判明致しました。この結果、当

連結会計年度において、営業損失４億46百万円、経常損失

８億８百万円及び当期純損失34億68百万円を計上するこ

とになり、当社グループ借入れの一部に関わる財務制限条

項に抵触するところとなりました。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義が存在し

ております。

当該状況に対処すべく、当社グループは、不適切な会計

処理の再発防止策の実施、コーポレートガバナンス体制の

改善、不適切な会計処理に関与した役員及び一部幹部社員

の刷新を進めるとともに、投資有価証券などの資産売却、

固定費削減を含むキャッシュフロー重視の事業戦略を推

進することにより、業績改善に取り組んでまいります。

１．このような状況に至った経緯と外部調査委員会報告

　当社は、平成20年8月1日付株式会社大阪証券取引所に

よる当社に対する改善報告書の徴求を契機として、平成

20年8月から社外の弁護士等の協力等を得つつ、内部統

制体制の構築を進めるとともに、過年度の会計処理の適

正性について確認作業を行っていたところ、当社の平成

20年3月期決算において売上計上の妥当性に懸念のある

ものが存在する可能性を認識するに至りました。

　これを受けて同年12月4日に当社は、社外の弁護士及び

公認会計士で構成される調査委員会を設置することを

取締役会において決議し、過年度の不適切な会計処理に

関する事実関係等の調査を進め、不適切な会計処理が当

社業績に与える影響額を確定するための作業を進める

とともに、かかる不適切な会計処理が二度と行われない

よう、効果的な再発防止策の策定を進めました。調査の

結果は、平成21年2月17日に「不適切な会計処理に関す

る調査委員会の最終報告について」にて報告されまし

た。

２．再発防止策について

　不適切な会計処理に関与した役員は退任し、外部から

招聘する人材及び本件に関与しなかった現執行役員等

を中心としたコンプライアンス重視の新体制を確立す

るとともに、監査役による決算のチェックをより実効的

なものとするため、公認会計士を社外監査役として迎え

ることを検討いたします。

当社グループは、前連結会計年度において不適切なのれ

ん等の計上、売上及び売掛金の繰上げ計上及び架空計上、

売掛金の貸倒引当金計上の回避、及び債権譲渡による貸倒

引当金計上の回避により、平成20年3月期の連結売上高が

20億47百万円、同営業利益20億67百万円並びに経常利益が

20億37百万円、同当期純利益が41億13百万円、それぞれ過

大に計上されていたことが判明致しました。この結果、前

連結会計年度において、営業損失４億46百万円、経常損失

８億８百万円及び当期純損失34億68百万円を計上するこ

とになり、当社グループ借入れの一部に関わる財務制限条

項に抵触するところとなりました。

また、当連結会計年度において116億30百万円の当期純

損失を計上した結果、現金及び現金同等物の当連結会計年

度末残高が低水準にあります。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義が存在し

ております。

当該状況に対処すべく、当社は、不適切な会計処理の再

発防止策の実施、コーポレートガバナンス体制の改善、不

適切な会計処理に関与した役員及び一部幹部社員の刷新

を進めるとともに、投資有価証券などの資産売却、固定費

削減を含むキャッシュフロー重視の事業戦略を推進する

ことにより、業績改善に取り組んでまいります。

１．このような状況に至った経緯と外部調査委員会報告

当社は、平成20年8月1日付株式会社大阪証券取引所　　

　による当社に対する改善報告書の徴求を契機として、

平成20年8月から社外の弁護士等の協力等を得つつ、内

部統制体制の構築を進めるとともに、過年度の会計処理

の適正性について確認作業を行っていたところ、当社の

平成20年3月期決算において売上計上の妥当性に懸念の

あるものが存在する可能性を認識するに至りました。

これを受けて同年12月4日に当社は、社外の弁護士及

び公認会計士で構成される調査委員会を設置すること

を取締役会において決議し、過年度の不適切な会計処理

に関する事実関係等の調査を進め、不適切な会計処理が

当社業績に与える影響額を確定するための作業を進め

るとともに、かかる不適切な会計処理が二度と行われな

いよう、効果的な再発防止策の策定を進めました。調査

の結果は、平成21年2月17日に「不適切な会計処理に関

する調査委員会の最終報告について」にて報告されま

した。

２．再発防止策について

不適切な会計処理に関与した役員は退任し、外部から

招聘する人材及び本件に関与しなかった現執行役員等

を中心としたコンプライアンス重視の新体制を確立す

るとともに、監査役による決算のチェックをより実効的

なものとするため、公認会計士を社外監査役として迎え

ることを検討いたします。
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

コンプライアンス重視の体制を確立するために、部署間

の牽制や厳格な与信審査、売上・債権管理が有効となるよ

うな組織構造の見直しを行い、個別の業務フローについて

も明確なルールに基づく運営を行います。また役職員に対

するコンプライアンス教育を徹底し、会社としてコンプラ

イアンス重視の経営を行うことを従業員に対し明言し、役

職員がコンプライアンス違反をした場合には懲戒解雇処

分を含む厳罰で臨む等、社内規程を充実させる予定です。

また監査室及び監査役による監査機能の実効化を図る

とともに、内部通報制度、外部通報制度の創設などにより

チェック機能を整備してまいります。

　３．業績の改善について

　当社グループは、当該状況を解消し、安定的な収益に基

づく事業継続を達成するために、以下の基本方針のもと

業績の改善に努めてまいります。

（１）安定収益事業への集約と固定費削減

　従来の売上高成長を志向する経営を改め、経験とノ

ウハウの蓄積により安定収益を確保してきた検証や

受託開発の分野に集約するとともに、人件費などの固

定費を大幅に削減し、安定的な事業継続を実現してま

いります。

（２）中核技術であるグローバルDTVミドルウェアのラ

イセンス事業強化

　当社グループの最大の強みは世界のデジタルTV規

格に対応したソリューションを提供できるところに

ありますが、その中核技術であるグローバルDTVミド

ルウェアのライセンス事業を強化し、収益率の改善を

図ります。

（３）投資有価証券などの資産売却によるバランスシー

トの改善

　投資有価証券などの資産売却によりバランスシート

の改善を図り、事業継続に適したスリム化を実現して

まいります。

（４）取引金融機関との協議と資金繰り対応策

　取引金融機関からの借入金のうち、財務制限条項に

抵触しているものについては、今後の返済計画を含め

て取引金融機関と協議を行っております。また現在存

在する売掛金等債権の早期回収に注力するとともに、

今後の売上取引については回収期間の短期化を図り、

加えて上述の固定費の大幅な削減により資金繰りの

正常化を実現してまいります。

　上記施策を実現することにより、継続企業の前提に関す

る疑義は解消されるものと考えております。

　従って当社グループは継続企業を前提として連結財務諸

表を作成しており、継続企業の前提に関する重要な疑義の

影響を連結財務諸表に反映しておりません。

コンプライアンス重視の体制を確立するために、部署間

の牽制や厳格な与信審査、売上・債権管理が有効となるよ

うな組織構造の見直しを行い、個別の業務フローについて

も明確なルールに基づく運営を行います。また役職員に対

するコンプライアンス教育を徹底し、会社としてコンプラ

イアンス重視の経営を行うことを従業員に対し明言し、役

職員がコンプライアンス違反をした場合には懲戒解雇処

分を含む厳罰で臨む等、社内規程を充実させる予定です。

また監査室及び監査役による監査機能の実効化を図る

とともに、内部通報制度、外部通報制度の創設などにより

チェック機能を整備してまいります。

　３．業績の改善について

当社は、当該状況を解消し、安定的な収益に基づく事

業継続を達成するために、以下の基本方針のもと業績の

改善に努めてまいります。　

（１）安定収益事業への集約と固定費削減

従来の売上高成長を志向する経営を改め、経験とノ

ウハウの蓄積により安定収益を確保してきた検証や

受託開発の分野に集約するとともに、人件費などの固

定費を大幅に削減し、安定的な事業継続を実現してま

いります。

（２）中核技術であるグローバルDTVミドルウェアのラ

イセンス事業強化

当社グループの最大の強みは世界のデジタルTV規

格に対応したソリューションを提供できるところに

ありますが、その中核技術であるグローバルDTVミド

ルウェアのライセンス事業を強化し、収益率の改善を

図ります。

（３）投資有価証券などの資産売却によるバランスシー

トの改善

投資有価証券などの資産売却によりバランスシー

トの改善を図り、事業継続に適したスリム化を実現し

てまいります。

（４）取引金融機関との協議と資金繰り対応策

　取引金融機関からの借入金のうち、財務制限条項に

抵触しているものについては、今後の返済計画を含め

て取引金融機関と協議を行っております。また現在存

在する売掛金等債権の早期回収に注力するとともに、

今後の売上取引については回収期間の短期化を図り、

加えて上述の固定費の大幅な削減により資金繰りの

正常化を実現してまいります。

　　しかしながら、これらの対応策に関する関係者との最

　終的な合意又は決定が得られていないため、現時点では

　継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

　す。

　　なお、当社グループは継続企業を前提として連結財務

　諸表を作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

　確実性の影響を連結財務諸表に反映しておりません。
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【連結財務諸表作成のための基本となる事項】

 
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　　８社

 (連結子会社の名称)

  ゼンテック・テクノロジー・インク

  ゼンテック・テクノロジー・シンガ

  ポール・プライベート・リミテッド

  株式会社ジークス

  メガソリューション株式会社

  株式会社ゼン・ティーコム

  ソーマ・アジア・プライベート・リ

  ミテッド

  ゼンテック・インベストメント・プ

  ライベート・リミテッド

  　バイ・デザイン・マーケティング株

  式会社

 (新規連結子会社)

　当連結会計年度より自社ブランドの　　

　　テレビ完成品の企画販売を主たる目　

的とするバイ・デザイン・マーケテ

ィング株式会社を設立し、連結子会

社と致しました。

　

 

  

 

 

 (2）非連結子会社の数　１社

　　(非連結子会社の名称)

　　　Coppola, Inc.

    (非連結子会社へ区分する際の基準)

　　　非連結子会社は、小規模であり総資

　　　産、売上高、純損益及び利益剰余金

　　　（持分に見合う額）は、連結総資

　　　産、連結売上高、連結純損益、およ

　　　び連結利益剰余金に比して僅少であ

　　　り、連結財務諸表に重要な影響を及

　　　ぼしていないため、連結範囲から除

　　　外しました。  

(1)連結子会社の数　　７社

 (連結子会社の名称)

  ゼンテック・テクノロジー・インク

  ゼンテック・テクノロジー・シンガ

  ポール・プライベート・リミテッド

  メガソリューション株式会社

  株式会社ゼン・ティーコム

  ソーマ・アジア・プライベート・リ

  ミテッド

  ゼンテック・インベストメント・プ

  ライベート・リミテッド

  バイ・デザイン・マーケティング株

  式会社

　

──────

　 

 

 

 

 

（連結除外）

　前連結会計年度まで連結子会社であっ

た株式会社ジークスは、株式を売却した

ため、連結子会社から除外しておりま

す。

 

(2）非連結子会社の数　１社

　(非連結子会社の名称)

　　Coppola, Inc.

  (非連結子会社へ区分する際の基準)

　　　　　　　　同左  

２．持分法の適用に関する事

項

　該当事項はありません。 同左
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前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のゼンテック・テクノロ

ジー・インクの決算日は、12月31日であり

ます。

連結財務諸表の作成にあたっては、連結

決算日現在で実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。

連結子会社のゼンテック・テクノロジー

・シンガポール・プライベート・リミテッ

ド、株式会社ジークス、メガソリューション

株式会社、株式会社ゼン・ティーコム、ソー

マ・アジア・プライベート・リミテッド、

ゼンテック・インベストメント・プライ

ベート・リミテッド及びバイ・デザイン・

マーケティング株式会社の決算日は３月31

日であり、連結決算日と一致しております。

連結子会社のゼンテック・テクノロ

ジー・インクの決算日は、12月31日であり

ます。

連結財務諸表の作成にあたっては、連結

決算日現在で実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。

連結子会社のゼンテック・テクノロジー

・シンガポール・プライベート・リミテッ

ド、メガソリューション株式会社、株式会社

ゼン・ティーコム、ソーマ・アジア・プラ

イベート・リミテッド、ゼンテック・イン

ベストメント・プライベート・リミテッド

及びバイ・デザイン・マーケティング株式

会社の決算日は３月31日であり、連結決算

日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

　

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

商品

　移動平均法による原価法

②　たな卸資産

　　評価基準は、原価法(貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法)によっております。

商品

　　　　移動平均法

 製品

移動平均法による原価法

製品

　　　　移動平均法

 仕掛品

　個別法による原価法

仕掛品

　　　　個別法

 原材料

移動平均法による原価法

原材料

　　　　移動平均法

 貯蔵品

　最終仕入原価法

貯蔵品

　　　　最終仕入原価法

（会計方針の変更）　

　当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平

成18年７月５日 企業会計基準第９号)を適

用しております。この結果、従来の方法に

よった場合に比べて、営業損失、経常損失は

各々21,802千円、税金等調整前当期純損失

は、235,016千円増加しております。なお、セ

グメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。　
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前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法に

よっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　３～18年

機械及び装置　　　８～10年

車両運搬具　　　　　　５年

器具備品　　　　　３～20年

　在外連結子会社は当該国の会計基準の

規定に基づく定額法を採用しておりま

す。

①　有形固定資産

同左

 ②　無形固定資産

ソフトウェア

ａ　自社利用目的

　社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法

②　無形固定資産

ソフトウェア

ａ　自社利用目的

同左

 ｂ　市場販売目的

　市場における見込販売数量又は見込

販売収益に基づく償却額と、残存見積

販売有効期間に基づく償却額とのい

ずれか大きい金額を計上しておりま

す。

　見込販売有効期間はおおむね２～３

年であります。

ｂ　市場販売目的

同左

(3) 繰延資産の処理方法 創立費

　５年で均等償却しております。

──────

　

 株式交付費

　３年で均等償却しております。

株式交付費

同左
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前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(4) 重要な引当金の計上基準 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上することとしており

ます。また、在外連結子会社は主として

特定の債権について回収不能見込額を

計上することとしております。

貸倒引当金

同左

 製品保証引当金

　ソフトウェア製品の販売後における技

術サービス費用の支出に備えるため、発

生見込額を個別に見積もり計上してお

ります。

製品保証引当金

同左

 退職給付引当金

　国内連結子会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産に基づき、

計上しております。

──────

　

(5) 重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準

　在外子会社の資産及び負債は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定に含めております。

同左

(6）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

──────
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前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(7)重要なヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

但し、為替予約のうち、振当処理の要件

を充たしている場合には、振当処理を

採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　為替予約取引

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　同左

 ヘッジ対象　　外貨建債務 ヘッジ対象　　同左

 ③　ヘッジ方針

　為替予約取引については外貨建取引

の為替相場の変動によるリスクをヘッ

ジするために行っております。

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

　外貨建予定取引（ヘッジ対象）とそ

の外貨建予定取引の為替リスクをヘッ

ジする為替予約（ヘッジ手段）とは重

要な条件が同一であり、ヘッジに高い

有効性があるため有効性の評価を省略

しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(8)その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却について

は、５～20年間の定額法により償却を行っ

ております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の

高い容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

短期投資からなっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

当連結会計年度から、平成19年度税制改正による法人税

関係法令改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した資

産につき、改正後の法人税関係法令に定める方法に変更し

ております。

なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

　

──────

　

──────

　

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い）

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における

在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結

決算上必要な修正を行っております。

なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

また、セグメント情報に与える影響も軽微であります。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

────── （連結貸借対照表）　

　 　「財務諸表の等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度に

おいて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当

連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料

及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計

年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕

掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ1,258,967千円、

404,639千円、2,154千円であります。

　 　

（連結損益計算書） （連結損益計算書）

「支払手数料」は前連結会計年度において営業外費用

の「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外費用

の100分の10を超えたため区分掲記しております。なお、前

連結会計年度における「支払手数料」の金額は11,001千円

であります。

販売費及び一般管理費の「貸倒引当金繰入額」につい

ては、前連結会計年度において「その他」に含めて表示し

ておりましたが、金額的な重要性が増したため、区分掲記

しております。なお、前連結会計年度における販売費及び

一般管理費の「貸倒引当金繰入額」の金額は442千円であ

ります。

　 　

（連結キャッシュ・フロー計算書） ──────

「貸倒引当金の増加額」は前連結会計年度において営

業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が高まったため区分

掲記しております。なお、前連結会計年度における「貸倒

引当金の増加額」の金額は102,155千円であります。

 

「支払手数料」は前連結会計年度において営業活動に

よるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額的重要性が高まったため区分掲記して

おります。なお、前連結会計年度における「支払手数料」

の金額は11,001千円であります。

 

「投資有価証券評価損」は前連結会計年度において営

業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が高まったため区分

掲記しております。なお、前連結会計年度における「投資

有価証券評価損」の金額は20,532千円であります。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

※１．当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行７行（みずほ銀行・三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行・三井住友銀行・りそな銀行・中央三井信託

銀行・百五銀行・群馬銀行）と貸出コミットメント

契約を締結するとともに、６行（みずほ銀行・三菱東

京ＵＦＪ銀行・りそな銀行・東京都民銀行・第三銀

行・八千代銀行）と当座貸越契約を締結しています。

　　　当連結会計年度末における貸出コミットメント契約及

び当座貸越契約に係る借入金残高は次のとおりであ

ります。

　　　なお、これらのコミットメント契約につきましては、財

務制限条項が付されております。

※１．当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行６行（みずほ銀行・三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行・三井住友銀行・有限会社マーキュリー（中

央三井信託銀行債権譲渡先）・百五銀行・群馬銀

行）と貸出コミットメント契約を締結を締結してい

ます。 

　　　当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る

借入金残高は次のとおりであります。

　　　なお、これらのコミットメント契約につきましては、財

務制限条項が付されております。

当座貸越極度額

及び貸出コミット

メントの総額

7,063,333千円

貸出実行残高 6,361,892千円

差引額 701,441千円

貸出コミットメン

トの総額
  1,733,333千円

貸出実行残高     1,733,333千円

差引額 －千円

※２．財務制限条項

借入金のうち3,333百万円には、以下の財務制限条

項が付されており、抵触した場合には、当該債権者に

対し借入金を一括返済することになっております

（カッコ内は、対象金額。）。

なお、複数の返済期限条項が付されている借入金で

あるため、下記①から③までの合計は、3,333百万円を

超えております。

①　純資産維持条項（3,333百万円）

連結貸借対照表又は中間連結貸借対照表における純

資産額が7,378百万円未満となった場合。

貸借対照表又は中間貸借対照表における純資産額が

6,569百万円未満となった場合。

②　利益維持条項（3,333百万円）

連結損益計算書の営業損益及び経常損益の累積が赤

字になった場合。

③　ネットＤ／Ｅレシオ維持条項（2,333百万円）

連結貸借対照表又は中間連結貸借対照表における純

負債資本比率が1.2倍超になった場合。

　なお、取引金融機関からの借入金のうち、財務制限条

項に抵触しているものについては、今後の返済計画を

含めて取引金融機関と協議を行っております。

※２．財務制限条項

借入金のうち1,733百万円には、以下の財務制限条

項が付されており、抵触した場合には、当該債権者に

対し借入金を一括返済することになっております

（カッコ内は、対象金額。）。

なお、複数の返済期限条項が付されている借入金で

あるため、下記①から③までの合計は、1,733百万円を

超えております。

①　純資産維持条項（1,733百万円）

連結貸借対照表又は中間連結貸借対照表における純

資産額が 5,056百万円未満となった場合。

貸借対照表又は中間貸借対照表における純資産額が

 6,117百万円未満となった場合。

②　利益維持条項（1,733百万円）

連結損益計算書の営業損益及び経常損益の累積が赤

字になった場合。

③　ネットＤ／Ｅレシオ維持条項（1,733百万円）

連結貸借対照表又は中間連結貸借対照表における純

負債資本比率が1.2倍超になった場合。

　　　　　　　　　同左　　　　　　　　　 　

  

　３．受取手形割引高       12,493千円 　３．受取手形割引高 5,250千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額

30,717千円

※１．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額

      35,097千円

※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳

ソフトウェア仮勘定 38,996千円

合計 38,996千円

ソフトウェア 1,381,315千円

ソフトウェア仮勘定 1,466,762千円　

その他　 1,334千円　

合計      2,849,412千円

※３．減損損失の内容は、次のとおりであります。 ※３．減損損失の内容は、次のとおりであります。

  (1) 減損損失を認識した主な資産　
用途 種類 場所

事業用資産 　のれん、商標権　 　東京都千代田区　

事業用資産 　ソフトウェア　 　東京都千代田区　

  (1) 減損損失を認識した主な資産　
用途 種類 場所

事業用資産 　のれん　 　東京都千代田区　

事業用資産 　ソフトウェア　 　東京都千代田区　

繰延資産　 　創立費
　

　東京都千代田区　

　事業用資産 　その他
　

　東京都千代田区　

　(2) 減損損失に至った経緯
上記は、当初想定していた収益が見込めなくなった

ため、減損損失を認識しております。

　(2) 減損損失に至った経緯
同左

  (3) 減損損失の金額　   (3) 減損損失の金額　
のれん 1,223,125千円
商標権 300,000千円
ソフトウェア 60,000千円
　 　

　 　

　 　

　(4) 資産のグルーピングの方法　
当社は主として事業の区分をもとにおおむね独立

したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位に

よって資産のグルーピングを行っております。

のれん 20,333千円
ソフトウエア 157,015千円
ソフトウェア仮勘定　 13,637千円　
工具、器具及び備品　 3,727千円　
創立費 232千円
　計 194,946千円　

　(4) 資産のグルーピングの方法　
同左

　(5) 回収可能価額の算出方法
回収可能価額は使用価値により測定しており、使用

価値はゼロと算定しております。

　(5) 回収可能価額の算出方法
同左

──────

　

※４．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ

　　後の金額であり、次のたな卸資産評価額が売上原価

　　に含まれております。

      21,802千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 104,830.78 22,959.00 － 127,789.78

合計 104,830.78 22,959.00 － 127,789.78

自己株式     

普通株式 21.78 － － 21.78

合計 21.78 － － 21.78

（注）普通株式の発行済株式の株式数の増加22,959株は、新株引受権の行使（2,932株）及び新株予約権の行使（

20,027株）によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

平成13年新株引受権

（注）１
普通株式 6,092 － 2,870 3,222 －

平成14年新株予約権

（注）２
普通株式 334 － 22 312 －

平成16年新株予約権 普通株式 50 － － 50 －

平成16年新株予約権

（注）３
普通株式 200 － 40 160 －

平成19年新株予約権

（注）４，５
普通株式 － 24,092 20,027 4,065 21,650

連結子会社 － － － － － － －

合計 － 6,676 24,092 22,959 7,809 21,650

　（注）１．平成13年新株引受権の減少は、新株引受権の行使によるものであります。

　　　　　２．平成14年新株予約権の減少は、新株予約権の行使（22株）によるものであります。

　　　　　３．平成16年新株予約権の減少は、新株予約権の行使（40株）によるものであります。

　　　　　４．平成19年新株予約権の増加は、新株予約権の発行（24,092株）によるものであります。

　　　　　５．平成19年新株予約権の減少は、新株予約権の行使（20,027株）によるものであります。

　　　　　６．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。

３．配当に関する事項

　　　　　　　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 127,789.78 13,031.00 0.78　 140,820.00

合計 127,789.78 13,031.00 0.78　 140,820.00

自己株式     

普通株式 21.78　 －　 0.78　 21.00　

EDINET提出書類

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン(E05208)

有価証券報告書

 68/125



 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

合計 21.78　 －　 0.78　 21.00　

（注）１．普通株式の発行済株式の株式数の増加13,031株は、新株予約権の行使によるものであります。

　２．普通株式の自己株式の減少0.78株は、端株の消却による減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）
平成13年新株引受権 普通株式 3,222 － － 3,222 －　

平成14年新株予約権

（注）１
普通株式 312 － 155 157 －　

平成16年新株予約権 普通株式 50 － － 50 －　

平成16年新株予約権 普通株式 160 － － 160 －　

平成19年新株予約権

（注）２，３
普通株式 4,065 8,966 13,031 －　 －　

連結子会社 － －      

合計 － 7,809 8,966 13,186 3,589 －　

　（注）１．平成14年新株予約権の減少は、新株予約権の消却によるものであります。

　　　　　２．平成19年新株予約権の増加は、行使価額の修正条項に従い新株予約権の目的となる株式の数を調整したことに

よるものであります。

　　　　　３．平成19年新株予約権の減少は、新株予約権の行使によるものであります。

　　　　　４．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。

３．配当に関する事項

　　　　　　　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金 596,080千円

現金及び現金同等物 596,080千円

２．重要な非資金取引の内容

（１）売掛金、短期貸付金及び未収入金の代物弁済によ

る事業譲受により増加した資産の主な内訳

バイ・デザイン株式会社からの事業譲受に伴

い取得した資産の内訳は次のとおりであります。

流動資産 1,085,531千円

固定資産（除くのれん） 721,609千円

のれん 1,223,125千円

事業譲受価額 3,030,267千円

（２）売掛金及び前渡金の代物弁済によるソフトウェ

ア仮勘定の増加

1,172,912千円

（３）前渡金の代物弁済による長期貸付金の増加

120,000千円

（４）短期貸付金と投資有価証券の交換

131,396千円

現金及び預金 44,524千円

現金及び現金同等物 44,524千円
　

※２．当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債の内訳

　　　 株式の売却により株式会社ジークスが連結子会社

　　 でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内

     訳並びに、株式会社ジークス株式の売却価額と売却

     による収入は次のとおりであります。

流動資産 226,453千円

固定資産 58,144千円

流動負債 210,938千円

固定負債 46,237千円　

株式売却益 52,141千円

株式会社ジークス株式

の売却価額
59,500千円　

株式会社ジークス

現金及び現金同等物
48,356千円　

差引：売却による収入 11,143千円　
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　内容の重要性が要請が乏しく、リース契約１件当たりの

金額が少額なリース取引のため、記載を省略しておりま

す。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

その他（器
具備品）

－ － －

ソフトウェア － － －

合　計 － － －

　　

　

　　

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額

 

支払リース料 7,519千円

減価償却費相当額 6,867千円

支払利息相当額 127千円

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

 

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成20年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 208,312 208,312 0

小計 208,312 208,312 0

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 1,636,502 540,134 △1,096,368

小計 1,636,502 540,134 △1,096,368

合計 1,844,815 748,447 △1,096,368

　（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について239,613千円減損処理を行っております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

451,057 219,284 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 3,796,834

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価評価されていない株式について300,000千円減損処理を行ってお

ります。

当連結会計年度（平成21年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 998,586 132,979 △865,607

小計 998,586 132,979 △865,607

合計 998,586 132,979 △865,607

　（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について865,607千円減損処理を行っております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

491,890 110,907 21,001

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 2,922,815

　（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価評価されていない株式について367,132千円減損処理を行って

おります。

EDINET提出書類

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン(E05208)

有価証券報告書

 72/125



（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　１．取引の状況に関する事項

当社グループは、通常の営業過程における輸入取引に係わる為替変動リスクを軽減するため、為替予約取

引を行っており、投機目的のためのデリバティブ取引は行っておりません。契約先は、いずれも信用度の高い

国内の銀行であるため、相手先の不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

　ヘッジ会計の方法

(１）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。但し、為替予約のうち、振当処理の要件を充たしている場合に

は振当処理を採用しております。

(２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　為替予約取引

ヘッジ対象　外貨建債務

(３）ヘッジ方針

為替予約取引については、外貨建取引の為替相場の変動によるリスクをヘッジするために行ってお

ります。

　　　　　　 （４）ヘッジ有効性評価の方法

外貨建予定取引（ヘッジ対象）とその外貨建予定取引の為替リスクをヘッジする為替予約（ヘッジ

手段）とは重要な条件が同一であり、ヘッジに高い有効性があるため有効性の評価を省略しておりま

す。

　２．取引の時価等に関する事項

　　　　　　　平成20年３月31日現在の取引残高はありません。

　（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　１．取引の状況に関する事項

当社グループは、通常の営業過程における輸入取引に係わる為替変動リスクを軽減するため、為替予約取

引を行っており、投機目的のためのデリバティブ取引は行っておりません。契約先は、いずれも信用度の高い

国内の銀行であるため、相手先の不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

　ヘッジ会計の方法

(１）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。但し、為替予約のうち、振当処理の要件を充たしている場合に

は振当処理を採用しております。

(２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　為替予約取引

ヘッジ対象　外貨建債務

(３）ヘッジ方針

為替予約取引については、外貨建取引の為替相場の変動によるリスクをヘッジするために行ってお

ります。

　　　　　　 （４）ヘッジ有効性評価の方法

外貨建予定取引（ヘッジ対象）とその外貨建予定取引の為替リスクをヘッジする為替予約（ヘッジ

手段）とは重要な条件が同一であり、ヘッジに高い有効性があるため有効性の評価を省略しておりま

す。

　２．取引の時価等に関する事項

　　　　　　　平成21年３月31日現在の取引残高はありません。

　（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、退職一時金制度の枠内

で大阪商工会議所特定退職金積立金制度に加入しております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

(1) 退職給付債務（千円） △8,082 －

(2) 年金資産（千円） 2,399 －

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2)（千円） △5,682 －

(4) 連結貸借対照表計上額純額　（千円） △5,682 －

(5) 退職給付引当金　（千円） △5,682 －

なお、国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自平成19年４月１日
　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日
　至平成21年３月31日）

(1) 勤務費用（千円） 1,980 274

(2) 会計基準変更時差異の費用処理額（千円） － －

(3) 退職給付費用(1)＋(2)（千円） 1,980 274

　なお、国内連結子会社は、退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　国内連結子会社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等について記載しておりません。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 １．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

 ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1) ストック・オプションの内容

　
平成13年３月２日臨時株主総会決議

第３回付与ストック・オプション

平成14年６月28日定時株主総会決議

第４回付与ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数

 　　　当社取締役  　　　４名

 　　　当社監査役  　　　１名

 　　　当社従業員　　　  11名

 　　　当社子会社従業員　16名

 　　　当社従業員 　　　 ２名

 　　　当社子会社従業員　３名

 株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）
 　　　普通株式　　　 3,222株  　　　普通株式　       312株

 付与日  平成13年３月２日  平成14年９月５日

 権利確定条件
　権利行使時においても当社取締役又は

従業員であることを要する。

　権利行使時においても当社取締役又は

従業員であることを要する。

 対象勤務期間
 自　平成14年２月22日

 至　平成23年３月１日

 自　平成14年９月５日

 至　平成22年９月５日

 権利行使期間
 自　平成15年３月４日

 至　平成23年３月１日

 自　平成16年９月６日

 至　平成22年９月５日

 （注）株式数に換算して記載しております。

　
平成16年６月24日定時株主総会決議

第５回付与ストック・オプション

平成16年６月24日定時株主総会決議

第６回付与ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数  　　　社外その他  　　　１名
 　　　当社取締役 　　　 １名

 　　　当社従業員　  　　２名

 株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）
 　　　普通株式　        50株  　　　普通株式　　　　 160株

 付与日  平成16年９月22日  平成16年12月20日

 権利確定条件
 権利行使時において当社社外協力者であ

ることを要す。

　権利行使時においても当社取締役又は

従業員であることを要する。

 対象勤務期間
 自　平成16年９月22日

 至　平成24年９月21日

 自　平成16年12月20日

 至　平成24年12月19日

 権利行使期間
 自　平成18年９月22日

 至　平成24年９月21日

 自　平成18年12月20日

 至　平成24年12月19日

 （注）株式数に換算して記載しております。
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 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成20年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

 　　①ストック・オプションの数

 
平成13年３月２日臨時株主総会決議

第３回付与ストック・オプション

平成14年６月28日定時株主総会決議

第４回付与ストック・オプション

 権利確定前　　　　　　（株）   

 　前連結会計年度末 6,092 334

 　付与 － －

 　失効 － －

 　権利確定 2,870 22

 　未確定残 3,222 312

 権利確定後　　　　　　（株）   

 　前連結会計年度末 － －

 　権利確定 － －

 　権利行使 2,870 22

 　失効 － －

 　未行使残 － －

 
平成16年６月24日定時株主総会決議

第５回付与ストック・オプション

平成16年６月24日定時株主総会決議

第６回付与ストック・オプション

 権利確定前　　　　　　（株）   

 　前連結会計年度末 50 200

 　付与 － －

 　失効 － －

 　権利確定 － 40

 　未確定残 50 160

 権利確定後　　　　　　（株）   

 　前連結会計年度末 － －

 　権利確定 － －

 　権利行使 － 40

 　失効 － －

 　未行使残 － －

 　　②単価情報

 
平成13年３月２日臨時株主総会決議

第３回付与ストック・オプション

平成14年６月28日定時株主総会決議

第４回付与ストック・オプション

 権利行使価格　　　　　　（円） 12,500 134,610

 行使時平均株価　　　　　（円） － －

 付与日における公正な評価単価

　　　　　　　　　　　　 （円）
－ －

 
平成16年６月24日定時株主総会決議

第５回付与ストック・オプション

平成16年６月24日定時株主総会決議

第６回付与ストック・オプション

 権利行使価格　　　　　　（円） 363,195 253,680

 行使時平均株価　　　　　（円） － －

 付与日における公正な評価単価

　　　　　　　　　　　　 （円）
－ －

 ３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

該当事項はありません。

 ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 １．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

 ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1) ストック・オプションの内容

　
平成13年３月２日臨時株主総会決議

第３回付与ストック・オプション

平成14年６月28日定時株主総会決議

第４回付与ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数

 　　　当社取締役  　　　４名

 　　　当社監査役  　　　１名

 　　　当社従業員　　　  11名

 　　　当社子会社従業員　16名

 　　　当社従業員 　　　 ２名

 　　　当社子会社従業員　３名

 株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）
 　　　普通株式　　　 3,222株  　　　普通株式　       312株

 付与日  平成13年３月２日  平成14年９月５日

 権利確定条件
　権利行使時においても当社取締役又は

従業員であることを要する。

　権利行使時においても当社取締役又は

従業員であることを要する。

 対象勤務期間
 自　平成14年２月22日

 至　平成23年３月１日

 自　平成14年９月５日

 至　平成22年９月５日

 権利行使期間
 自　平成15年３月４日

 至　平成23年３月１日

 自　平成16年９月６日

 至　平成22年９月５日

 （注）株式数に換算して記載しております。

　
平成16年６月24日定時株主総会決議

第５回付与ストック・オプション

平成16年６月24日定時株主総会決議

第６回付与ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数  　　　社外その他  　　　１名
 　　　当社取締役 　　　 １名

 　　　当社従業員　  　　２名

 株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）
 　　　普通株式　        50株  　　　普通株式　　　　 160株

 付与日  平成16年９月22日  平成16年12月20日

 権利確定条件
 権利行使時において当社社外協力者であ

ることを要す。

　権利行使時においても当社取締役又は

従業員であることを要する。

 対象勤務期間
 自　平成16年９月22日

 至　平成24年９月21日

 自　平成16年12月20日

 至　平成24年12月19日

 権利行使期間
 自　平成18年９月22日

 至　平成24年９月21日

 自　平成18年12月20日

 至　平成24年12月19日

 （注）株式数に換算して記載しております。
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 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成21年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

 　　①ストック・オプションの数

 
平成13年３月２日臨時株主総会決議

第３回付与ストック・オプション

平成14年６月28日定時株主総会決議

第４回付与ストック・オプション

 権利確定前　　　　　　（株）   

 　前連結会計年度末 3,222 312

 　付与 － －

 　失効 － 155

 　権利確定 － －

 　未確定残 3,222 157

 権利確定後　　　　　　（株）   

 　前連結会計年度末 － －

 　権利確定 － －

 　権利行使 － －

 　失効 － －

 　未行使残 － －

 
平成16年６月24日定時株主総会決議

第５回付与ストック・オプション

平成16年６月24日定時株主総会決議

第６回付与ストック・オプション

 権利確定前　　　　　　（株）   

 　前連結会計年度末 50 160

 　付与 － －

 　失効 － －

 　権利確定 － －

 　未確定残 50 160

 権利確定後　　　　　　（株）   

 　前連結会計年度末 － －

 　権利確定 － －

 　権利行使 － －

 　失効 － －

 　未行使残 － －

 　　②単価情報

 
平成13年３月２日臨時株主総会決議

第３回付与ストック・オプション

平成14年６月28日定時株主総会決議

第４回付与ストック・オプション

 権利行使価格　　　　　　（円） 12,500 134,610

 行使時平均株価　　　　　（円） － －

 付与日における公正な評価単価

　　　　　　　　　　　　 （円）
－ －

 
平成16年６月24日定時株主総会決議

第５回付与ストック・オプション

平成16年６月24日定時株主総会決議

第６回付与ストック・オプション

 権利行使価格　　　　　　（円） 363,195 253,680

 行使時平均株価　　　　　（円） － －

 付与日における公正な評価単価

　　　　　　　　　　　　 （円）
－ －

 ３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　該当事項はありません。

 ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）  

　未払事業税 10,708千円

　ソフトウェア 38,720千円　

　退職給付引当金 2,312千円　

　減価償却超過額 38,045千円

　製品保証引当金繰入額 3,742千円

投資有価証券評価損 97,498千円

減損損失 619,759千円

貸倒引当金繰入限度超過額 208,174千円

連結会社間内部利益　 8,195千円　

連結子会社繰越欠損金　 81,233千円　

その他有価証券評価差額金 33,519千円

繰延税金資産小計 1,141,910千円

評価性引当金 △1,134,063千円

繰延税金資産合計 7,846千円

（繰延税金負債）  

　繰延ヘッジ損益 250千円

　その他 198千円　

繰延税金負債合計 448千円

繰延税金資産の純額 7,398千円

（繰延税金資産）  

　未払事業税 21,777千円

　貸倒引当金繰入限度超過額 455,954千円　

　減価償却超過額 509,279千円

　貸倒損失 802,358千円

投資有価証券評価損 698,197千円

減損損失 79,323千円

連結会社間内部利益消去　 7,287千円　

繰越欠損金　 2,553,737千円　

その他 258,910千円

繰延税金資産小計 5,386,822千円

評価性引当金 △5,379,535千円

繰延税金資産合計 7,287千円

（繰延税金負債） 　

　その他 58千円　

繰延税金負債合計 58千円　

繰延税金資産の純額 7,228千円　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上し

ているため記載しておりません。

当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上し

ているため記載しておりません。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 １．企業結合の概要

相手企業の名称 バイ・デザイン株式会社

取得した事業の内容 国内デジタル家電販売事業

企業結合を行った主な理由 コンシューマー向けへの自社製品の企画、開発、販売の強化

企業結合日 平成20年１月31日

企業結合の法的形式 当社による事業の譲受け

統合後企業の名称 株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン

取得した議決権比率 －

 ２．連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間

平成20年２月１日から平成20年３月31日まで

 ３．取得した事業の取得原価及びその内訳

(1) 取得した事業の取得原価 3,030,267千円

事業譲受費用 3,030,267千円

売掛金、短期貸付金及び未収入金の代物弁済により取得しております。

 ４．発生したのれんの金額等

(1) のれん金額 1,223,125千円

(2) 発生原因 ブランド力、ノウハウに基づく超過収益力

(3) 償却方法及び償却期間 20年間の均等償却

 ５．企業結合日に受け入れた資産の額並びにその内訳

流動資産 1,085,531千円

固定資産 721,609千円

 ６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額

概算額の算定が困難であり、試算しておりません。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

　

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
デジタル
家電事業
（千円）

モバイル
関連
事業
（千円）

ネット
ワーク関
連事業
（千円）

戦略的
投資事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社

（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1) 外部顧客に対する
売上高

7,722,224 993,314 2,037,440 － 10,752,979 － 10,752,979

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替

高

－ 440 － － 440 △440 －

計 7,722,224 993,754 2,037,440 － 10,753,419 △440 10,752,979

営業費用 8,127,643 884,913 1,672,460 1,419 10,686,436 513,535 11,199,971

営業利益又は

営業損失（△）
△405,418 108,841 364,980 △1,419 66,983 △513,975 △446,992

Ⅱ　資産、減価償却費及び

資本的支出
       

　　資産 14,333,579 480,242 2,891,776 4,694,312 22,399,909 △2,285,301 20,114,608

　　減価償却費 1,027,554 63,989 65,600 － 1,157,144 6,446 1,163,590

　　資本的支出 3,770,415 71,695 50,085 － 3,892,195 10,451 3,902,646

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な商品

事業区分 主要商品

デジタル家電事業 デジタルTVソフトウェア関連、ハードウェア(デジタルTVモ

ジュール、ＩＰ・ＳＴＢ、Zyyx-TV、ThinClient)、デジタルＱＡ

モバイル関連事業 携帯(携帯エミュレータ、携帯アプリ)、カーナビ、携帯ＱＡ

ネットワーク関連事業 ブロードバンド無線機器、セキュリティ、ネットワーク、

ＮＡＳ/ＲＡＩＤ、ＳＤ／ＳＤＩＯ、無線ＬＡＮ

戦略的投資事業 投資、アドバイザリー

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は513,396 千円であり、その主なもの

は管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、15,477 千円であり、その主なものは提出会社で

の管理部門に係る資産であります。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
デジタル
家電事業
（千円）

モバイル
関連
事業
（千円）

ネット
ワーク関
連事業
（千円）

戦略的
投資事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社

（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1) 外部顧客に対する

売上高
919,108 389,452 472,828 － 1,781,390 － 1,781,390

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

45 － 16,000 － 16,045 △16,045 －

計 919,153 389,452 488,828 － 1,797,435 △16,045 1,781,390
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デジタル
家電事業
（千円）

モバイル
関連
事業
（千円）

ネット
ワーク関
連事業
（千円）

戦略的
投資事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社

（千円）

連結
（千円）

営業費用 3,475,568 469,078 790,074 2,502 4,737,222 314,220 5,051,443

営業損失
△

2,556,414
△79,625 △301,245 △2,502 △2,939,787 △330,265 △3,270,052

Ⅱ　資産、減価償却費及び

資本的支出
       

　　資産 2,628,136 230,301 789,209 4,098,372 7,746,020 △1,617,053 6,128,967

　　減価償却費 1,275,636 24,955 54,880 － 1,355,472 6,588 1,362,061

　　資本的支出 351,655 487 14,194 － 366,337 1,100 367,437

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な商品

事業区分 主要商品

デジタル家電事業 デジタルTVソフトウェア関連、ハードウェア(デジタルTVモ

ジュール、ＩＰ・ＳＴＢ、Zyyx-TV、ThinClient)、デジタルＱＡ

モバイル関連事業 携帯(携帯エミュレータ、携帯アプリ)、カーナビ、携帯ＱＡ

ネットワーク関連事業 ブロードバンド無線機器、セキュリティ、ネットワーク、

ＮＡＳ/ＲＡＩＤ、ＳＤ／ＳＤＩＯ、無線ＬＡＮ

戦略的投資事業 投資、アドバイザリー

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、330,265千円であり、その主な

　　ものは管理部門に係る費用であります。

　　　　４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、6,918千円であり、その主なものは提出会

　　　　　　社での管理部門に係る資産であります。

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（1）②に記載の通り、当連結会計年度より「

　　棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業損失が「デジタル家電事業」で21,802千円増加

しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 8,138,053 34,337 2,580,588 10,752,979 － 10,752,979

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
600,266 98,166 1,108 699,540 △699,540 －

計 8,738,319 132,503 2,581,696 11,452,520 △699,540 10,752,979

営業費用 8,606,283 470,188 2,309,065 11,385,536 △185,564 11,199,971

営業利益又は

営業損失（△）
132,036 △337,684 272,631 66,983 △513,975 △446,992

Ⅱ　資産 12,376,913 1,506,174 8,836,829 22,719,917 △2,674,309 20,045,608

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する国

北米………米国

アジア……シンガポール

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用513,835千円の主なものは、提出会社の管理

部門にかかる費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産15,227千円の主なものは、提出会社での管理部門の資産で

あります。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 1,743,334 6,944 31,111 1,781,390 － 1,781,390

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
6,399 1,223 60,899 68,522 △68,522 －

計 1,749,734 8,167 92,011 1,849,913 △68,522 1,781,390

営業費用 4,017,253 345,798 426,648 4,789,700 261,742 5,051,443

営業損失 △2,267,518 △337,631 △334,637 △2,939,787 △330,265 △3,270,052

Ⅱ　資産 2,751,403 1,067,966 5,106,162 8,925,532 △2,796,565 6,128,967

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する国

北米………米国

アジア……シンガポール

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用330,265千円の主なものは、提出会社の

管理部門にかかる費用であります。

　　　　４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産6,918千円の主なものは、提出会社での管理部門の資

　　　　　　産であります。

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（1）②に記載の通り、当連結会計年度より「

棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業損失が「日本」で21,802千円増加しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,172,744 1,345,851 102,321 2,620,918

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 10,752,979

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.9 12.5 1.0 24.4

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する国

北米………………米国

アジア……………韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、中国等

その他の地域……ドイツ、イスラエル、フランス等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

海外売上高は、いずれも連結売上高の10パーセント未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

【関連当事者情報】

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　役員及び個人株主等

属性
会社等の
名称又は
氏名

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員の
兼任等
（人）

事業上
の関係

役員　
大谷省三

　
－ －

当社取締

役　

［所有］

　

直接13.6

－ 　－
資金の借入

（注１）　
803,000 短期借入金 497,696

　（注）１．資金の借入については、市場金利を勘案して決定しております。

２．取引金額には消費税等を含めておりません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 49,475円06銭

１株当たり当期純損失 31,972円60銭

１株当たり純資産額 △21,679円76銭

１株当たり当期純損失 88,229円39銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在するものの１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在するものの１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純損失（千円） 3,468,251 11,630,474

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 3,468,251 11,630,474

期中平均株式数（株） 108,475 139,740

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

新株予約権付社債１種類 ──────
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（株式会社サクセス株の取得について）

当社は戦略的パートナーであるソーマ社とアジアを中

心に共同で推進しておりますWiMAX事業におきまして、

株式会社サクセスの有するノウハウを活用したコンテン

ツ・ポータル事業の展開を図る目的から、平成20年１月25

日開催の取締役会決議に基づき、平成20年４月３日に株式

会社サクセスの株式72,000株を22,104千円で追加取得しま

した。これに伴い、持分比率が54.9％となり、連結子会社と

なりました。

なお、当該株式のみなし取得日は平成20年５月31日であ

ります。

　・取得した株式数：500,000株

　・株式会社サクセスの発行済株式数：911,000株

　・取得価額：1株当り307円

　・売上：26億94百万円（平成19年５月期）

　・総資産：11億３百万円（平成19年５月期）

　・資本金：３億26百万円（平成19年５月期）

　・持分比率：54.9％（平成20年4月末時点）

──────

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（新株予約権の行使による増資）

平成20年４月１日から平成20年５月31日までの間に、新

株予約権の権利行使があり、株式数等が次のとおり増加い

たしました。

株式数  13,031株

資本金 743,561千円

資本準備金 743,561千円

資金使途 短期借入金の返済

　

　

　  

　 　

　 　

　 　

（多額の資金の借入）

当社は、平成20年４月１日開催の臨時取締役会におい

て、運転資金の借入について決議をし、以下のとおり借入

契約を締結いたしました。

　借入契約締結の内容

借入総額 803,000千円

借入実行日 実　行　額

平成20年４月１日 290,000千円

平成20年４月３日 295,000千円

平成20年４月18日  75,000千円

平成20年４月24日 113,000千円

平成20年６月９日  30,000千円

借入先 大谷省三

返済期限 借主の資金状況に応じて個別

に決定

金利 市中金利に準じて決定　
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 8,040,188 8,328,508 2.5％ －

１年以内に返済予定の長期借入

金
1,899,345 12,002 2.5％ －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予

定のものを除く。）
884,122 27,651 2.4％ 平成23年～25年

リース債務（１年以内に返済予

定のものを除く。）
－ － － －

計 10,823,656 8,368,161 2.5％ －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定の総

額

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 12,002 12,002 3,647 －

（２）【その他】

　

①　当連結会計年度における四半期情報

 
第１四半期

自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

第２四半期
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

第３四半期
自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

第４四半期
自　平成21年１月１日
至　平成21年3月31日

売上高 （千円） 750,443 569,247 254,367 207,333

税金等調整前四半期純

損失金額
（千円） 1,750,251 3,783,083 795,322 5,088,901

四半期純損失金額 （千円） 1,744,985 3,802,847 811,118 5,094,568

１株当たり四半期純損

失金額
（円） 12,779.07 27,009.05 5,760.82 36,177.87

②　決算日後の状況

　　特記事項はありません。

③　訴訟

平成21年４月14日に株式会社千葉銀行から当社に対して、当社の該社からの借入金並びに損害金、合計金１億

5922万7612円と以降支払うまでの利息に関しての支払いを求める訴訟が提起されました。

また、その後東京地方裁判所から平成21年６月10日付にて口頭弁論調書（判決）の送達を受けております。

　その内容は、当社に金１億5922万7612円及び内金１億4897万7099円に対する平成21年３月25日から支払い済み

に至るまで年14％の割合（年365日日割計算）による金員を支払え、というものです。なお、当社の今後の業績に

及ぼす影響は限定的であると判断しております。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 89,515 4,998

売掛金 2,119,961 32,332

商品 204,403 －

製品 170,542 －

商品及び製品 － 203,925

仕掛品 47,468 5,282

貯蔵品 212 －

原材料及び貯蔵品 － 126

前渡金 44,044 1,846

前払費用 154,688 22,010

未収入金 88,390 32,866

短期貸付金 1,506,937 －

その他 168,083 121,565

流動資産合計 4,594,248 424,954

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 84,295 25,429

減価償却累計額 △38,065 △12,034

建物及び構築物（純額） 46,230 13,394

機械及び装置 36,804 36,804

減価償却累計額 △13,930 △19,723

機械及び装置（純額） 22,874 17,081

車両運搬具 7,025 7,025

減価償却累計額 △3,682 △4,916

車両運搬具（純額） 3,342 2,109

工具、器具及び備品 104,124 49,008

減価償却累計額 △69,362 △38,447

工具、器具及び備品（純額） 34,761 10,560

有形固定資産合計 107,208 43,145

無形固定資産

のれん 163,861 65,664

ソフトウエア 1,589,281 225,978

ソフトウエア仮勘定 2,074,813 125,725

その他 92 92

無形固定資産合計 3,828,049 417,460

投資その他の資産

投資有価証券 1,189,356 547,214

関係会社株式 8,260,651 6,720,487
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

長期貸付金 120,000 －

関係会社長期貸付金 958,565 1,248,854

長期未収入金 － 787,558

長期滞留債権 601,609 204,251

長期前払費用 5,365 6,709

敷金及び保証金 120,292 53,929

貸倒引当金 △511,609 △1,043,219

投資その他の資産合計 10,744,231 8,525,784

固定資産合計 14,679,489 8,986,390

繰延資産

株式交付費 9,090 9,653

繰延資産合計 9,090 9,653

資産合計 19,282,828 9,420,999

負債の部

流動負債

買掛金 287,336 34,274

短期借入金 8,498,558 9,224,207

1年内返済予定の長期借入金 1,833,333 －

未払金 133,243 127,341

未払費用 23,453 203,294

未払法人税等 20,038 32,434

繰延税金負債 250 －

前受金 － 12,680

預り金 8,821 12,954

製品保証引当金 9,196 －

債務保証損失引当金 － 477,100

その他 － 4,229

流動負債合計 10,814,231 10,128,515

固定負債

長期借入金 800,000 －

その他 93 －

固定負債合計 800,093 －

負債合計 11,614,325 10,128,515

EDINET提出書類

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン(E05208)

有価証券報告書

 89/125



(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,663,054 6,406,615

資本剰余金

資本準備金 4,500,145 5,243,706

資本剰余金合計 4,500,145 5,243,706

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △2,444,175 △12,348,856

利益剰余金合計 △2,444,175 △12,348,856

自己株式 △9,316 △8,983

株主資本合計 7,709,708 △707,516

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △63,219 －

繰延ヘッジ損益 364 －

評価・換算差額等合計 △62,854 －

新株予約権 21,650 －

純資産合計 7,668,503 △707,516

負債純資産合計 19,282,828 9,420,999
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 7,106,151 1,108,021

売上原価

商品期首たな卸高 46,493 204,403

製品期首たな卸高 19,731 170,542

当期商品仕入高 5,009,913 555,937

事業譲受による商品受入高 666,407 －

当期製品製造原価 782,894 1,082,832

合計 6,525,440 2,013,715

商品期末たな卸高 204,403 24,455

製品期末たな卸高 170,542 179,470

他勘定振替高 － 13,504

他勘定受入高 71,953 －

売上原価合計 6,222,447 1,796,285

売上総利益又は売上総損失（△） 883,704 △688,264

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 18,427 5,667

販売促進費 － 56,228

旅費及び交通費 50,490 42,889

採用費 27,787 －

役員報酬 40,212 42,403

給与手当 304,750 218,164

福利厚生費 39,555 27,613

消耗品費 10,629 3,584

賃借料 60,707 67,807

減価償却費 15,222 18,202

のれん償却額 81,930 77,864

業務委託費 7,778 19,488

支払手数料 167,426 246,410

販売手数料 7,573 5,482

研究開発費 9,524 13,340

租税公課 35,380 38,918

貸倒引当金繰入額 － 24,251

製品保証引当金繰入額 9,196 －

その他 145,737 81,911

販売費及び一般管理費合計 1,032,333 990,229

営業損失（△） △148,628 △1,678,493
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業外収益

受取利息及び配当金 184,915 28,132

収入事務費 24,335 22,358

その他 8,122 4,807

営業外収益合計 217,373 55,297

営業外費用

支払利息 140,496 236,042

株式交付費償却 2,684 4,641

支払手数料 141,695 125,727

為替差損 244,638 12,836

その他 126 1,862

営業外費用合計 529,641 381,110

経常損失（△） △460,897 △2,004,306

特別利益

投資有価証券売却益 216,734 －

製品保証引当金戻入額 － 7,481

新株予約権戻入益 － 5,250

その他 － 181

特別利益合計 216,734 12,913

特別損失

投資有価証券売却損 － 15,135

投資有価証券評価損 539,613 395,901

関係会社株式評価損 － 1,480,845

内装工事費用 2,259 －

固定資産除却損 － 2,728,072

減損損失 1,523,125 20,333

貸倒引当金繰入額 511,609 928,968

債務保証損失引当金繰入額 － 477,100

貸倒損失 － 1,409,519

その他 － 447,438

特別損失 2,576,608 7,903,315

税引前当期純損失（△） △2,820,771 △9,894,708

法人税、住民税及び事業税 144,092 9,638

法人税等調整額 35,581 －

法人税等合計 179,673 9,638

当期純損失（△） △3,000,444 △9,904,346
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  52,577 2.9 14,675 1.2

Ⅱ　労務費  444,098 24.5 188,561 15.8

Ⅲ　経費 ※1 1,315,407 72.6 988,320 83.0

当期総製造費用  1,812,082 100.0 1,191,556 100.0

期首仕掛品たな卸高  5,613  47,468  

合計  1,817,695  1,239,025  

期末仕掛品たな卸高  47,468  5,282  

他勘定振替高 ※2 987,332  150,910  

当期製品製造原価  782,894  1,082,832  

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

原価計算の方法

　原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

原価計算の方法

同左

※１．主な内容は次のとおりであります。 ※１．主な内容は次のとおりであります。

外注費 521,392千円

ソフトウェア償却額 542,136千円

地代家賃 79,843千円

外注費        117,230千円

ソフトウェア償却額        755,055千円

地代家賃       39,469千円

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

ソフトウェア仮勘定 911,631千円

販促・サポート費 66,253千円

研究開発費 9,447千円

　計 987,332千円

ソフトウェア仮勘定        102,631千円

販促・サポート費       39,102千円

研究開発費      9,055千円

その他　 120千円　

　計        150,910千円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,279,298 5,663,054

当期変動額

新株の発行 1,383,756 743,561

当期変動額合計 1,383,756 743,561

当期末残高 5,663,054 6,406,615

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,152,264 4,500,145

当期変動額

新株の発行 1,347,881 743,561

当期変動額合計 1,347,881 743,561

当期末残高 4,500,145 5,243,706

資本剰余金合計

前期末残高 3,152,264 4,500,145

当期変動額

新株の発行 1,347,881 743,561

当期変動額合計 1,347,881 743,561

当期末残高 4,500,145 5,243,706

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 556,269 △2,444,175

当期変動額

当期純利益 △3,000,444 △9,904,346

自己株式の消却 △333

当期変動額合計 △3,000,444 △9,904,680

当期末残高 △2,444,175 △12,348,856

利益剰余金合計

前期末残高 556,269 △2,444,175

当期変動額

当期純利益 △3,000,444 △9,904,346

自己株式の消却 △333

当期変動額合計 △3,000,444 △9,904,680

当期末残高 △2,444,175 △12,348,856

自己株式

前期末残高 △9,316 △9,316

当期変動額

自己株式の消却 － 333
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当期変動額合計 － 333

当期末残高 △9,316 △8,983

株主資本合計

前期末残高 7,978,514 7,709,708

当期変動額

新株の発行 2,731,637 1,487,122

当期純利益 △3,000,444 △9,904,346

当期変動額合計 △268,806 △8,417,224

当期末残高 7,709,708 △707,516

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 233,468 △63,219

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△296,687 63,219

当期変動額合計 △296,687 63,219

当期末残高 △63,219 －

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △1,064 364

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,429 △364

当期変動額合計 1,429 △364

当期末残高 364 －

評価・換算差額等合計

前期末残高 232,403 △62,854

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△295,258 62,854

当期変動額合計 △295,258 62,854

当期末残高 △62,854 －

新株予約権

前期末残高 － 21,650

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21,650 △21,650

当期変動額合計 21,650 △21,650

当期末残高 21,650 －
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 8,210,918 7,668,503

当期変動額

新株の発行 2,731,637 1,487,122

当期純利益 △3,000,444 △9,904,346

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △273,608 41,204

当期変動額合計 △542,415 △8,376,020

当期末残高 7,668,503 △707,516
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　当社は、当事業年度において不適切なのれん等の計上、売

上及び売掛金の繰上げ計上及び架空計上、売掛金の貸倒引

当金計上の回避、及び債権譲渡による貸倒引当金計上の回

避により、平成20年３月期の売上高が13億６百万円、同営

業利益並びに経常利益が12億86百万円、同当期純利益が32

億99百万円、それぞれ過大に計上されていたことが判明致

しました。この結果、当事業年度において、営業損失１億48

百万円、経常損失４億60百万円及び当期純損失30億円を計

上することになり、当社借入れの一部に関わる財務制限条

項に抵触するところとなりました。

　当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義が存在し

ております。

  当該状況に対処すべく、当社は、不適切な会計処理の再

発防止策の実施、コーポレートガバナンス体制の改善、不

適切な会計処理に関与した役員及び一部幹部社員の刷新

を進めるとともに、投資有価証券などの資産売却、固定費

削減を含むキャッシュフロー重視の事業戦略を推進する

ことにより、業績改善に取り組んでまいります。

　１．このような状況に至った経緯と外部調査委員会報告

　当社は、平成20年８月１日付株式会社大阪証券取引所

による当社に対する改善報告書の徴求を契機として、平

成20年８月から社外の弁護士等の協力等を得つつ、内部

統制体制の構築を進めるとともに、過年度の会計処理の

適正性について確認作業を行っていたところ、当社の平

成20年３月期決算において売上計上の妥当性に懸念の

あるものが存在する可能性を認識するに至りました。

　これを受けて同年12月４日に当社は、社外の弁護士及

び公認会計士で構成される調査委員会を設置すること

を取締役会において決議し、過年度の不適切な会計処理

に関する事実関係等の調査を進め、不適切な会計処理が

当社業績に与える影響額を確定するための作業を進め

るとともに、かかる不適切な会計処理が二度と行われな

いよう、効果的な再発防止策の策定を進めました。調査

の結果は、平成21年２月17日に「不適切な会計処理に関

する調査委員会の最終報告について」にて報告されま

した。

　２．再発防止策について

　不適切な会計処理に関与した役員は退任し、外部から

招聘する人材及び本件に関与しなかった現執行役員等

を中心としたコンプライアンス重視の新体制を確立す

るとともに、監査役による決算のチェックをより実効的

なものとするため、公認会計士を社外監査役として迎え

ることを検討いたします。　

　

　

当社は、前事業年度において不適切なのれん等の計上、

売上及び売掛金の繰上げ計上及び架空計上、売掛金の貸倒

引当金計上の回避、及び債権譲渡による貸倒引当金計上の

回避により、平成20年3月期の売上高が13億６百万円、同営

業利益並びに経常利益が12億86百万円、同当期純利益が32

億99百万円、それぞれ過大に計上されていたことが判明致

しました。この結果、前事業年度において、営業損失１億48

百万円、経常損失４億60百万円及び当期純損失30億円を計

上することになり、当社借入れの一部に関わる財務制限条

項に抵触するところとなりました。

また、当事業年度において99億４百万円の当期純損失を

計上した結果、現金及び現金同等物の当事業年度末残高が

低水準にあります。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義が存在し

ております。

当該状況に対処すべく、当社は、不適切な会計処理の再

発防止策の実施、コーポレートガバナンス体制の改善、不

適切な会計処理に関与した役員及び一部幹部社員の刷新

を進めるとともに、投資有価証券などの資産売却、固定費

削減を含むキャッシュフロー重視の事業戦略を推進する

ことにより、業績改善に取り組んでまいります。

　１．このような状況に至った経緯と外部調査委員会報告

　当社は、平成20年8月1日付株式会社大阪証券取引所に

よる当社に対する改善報告書の徴求を契機として、平成

20年8月から社外の弁護士等の協力等を得つつ、内部統

制体制の構築を進めるとともに、過年度の会計処理の適

正性について確認作業を行っていたところ、当社の平成

20年3月期決算において売上計上の妥当性に懸念のある

ものが存在する可能性を認識するに至りました。

これを受けて同年12月4日に当社は、社外の弁護士及び

公認会計士で構成される調査委員会を設置することを

取締役会において決議し、過年度の不適切な会計処理に

関する事実関係等の調査を進め、不適切な会計処理が当

社業績に与える影響額を確定するための作業を進める

とともに、かかる不適切な会計処理が二度と行われない

よう、効果的な再発防止策の策定を進めました。調査の

結果は、平成21年2月17日に「不適切な会計処理に関す

る調査委員会の最終報告について」にて報告されまし

た。

　２．再発防止策について

　不適切な会計処理に関与した役員は退任し、外部から

招聘する人材及び本件に関与しなかった現執行役員等

を中心としたコンプライアンス重視の新体制を確立す

るとともに、監査役による決算のチェックをより実効的

なものとするため、公認会計士を社外監査役として迎え

ることを検討いたします。
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　コンプライアンス重視の体制を確立するために、部署

間の牽制や厳格な与信審査、売上・債権管理が有効とな

るような組織構造の見直しを行い、個別の業務フローに

ついても明確なルールに基づく運営を行います。また役

職員に対するコンプライアンス教育を徹底し、会社とし

てコンプライアンス重視の経営を行うことを従業員に

対し明言し、役職員がコンプライアンス違反をした場合

には懲戒解雇処分を含む厳罰で臨む等、社内規程を充実

させる予定です。

　また監査室及び監査役による監査機能の実効化を図る

とともに、内部通報制度、外部通報制度の創設などによ

りチェック機能を整備してまいります。

　コンプライアンス重視の体制を確立するために、部署

間の牽制や厳格な与信審査、売上・債権管理が有効とな

るような組織構造の見直しを行い、個別の業務フローに

ついても明確なルールに基づく運営を行います。また役

職員に対するコンプライアンス教育を徹底し、会社とし

てコンプライアンス重視の経営を行うことを従業員に

対し明言し、役職員がコンプライアンス違反をした場合

には懲戒解雇処分を含む厳罰で臨む等、社内規程を充実

させる予定です。

　また監査室及び監査役による監査機能の実効化を図る

とともに、内部通報制度、外部通報制度の創設などによ

りチェック機能を整備してまいります。

３．業績の改善について ３．業績の改善について

　当社は、当該状況を解消し、安定的な収益に基づく事業

継続を達成するために、以下の基本方針のもと業績の改

善に努めてまいります。

　当社は、当該状況を解消し、安定的な収益に基づく事業

継続を達成するために、以下の基本方針のもと業績の改

善に努めてまいります。　

(1）安定収益事業への集約と固定費削減 (1）安定収益事業への集約と固定費削減

　従来の売上高成長を志向する経営を改め、経験とノ

ウハウの蓄積により安定収益を確保してきた検証や

受託開発の分野に集約するとともに、人件費などの固

定費を大幅に削減し、安定的な事業継続を実現してま

いります。

　従来の売上高成長を志向する経営を改め、経験とノウ

ハウの蓄積により安定収益を確保してきた検証や受託

開発の分野に集約するとともに、人件費などの固定費を

大幅に削減し、安定的な事業継続を実現してまいりま

す。

(2）中核技術であるグローバルDTVミドルウェアのライ

センス事業強化

(2）中核技術であるグローバルDTVミドルウェアのライ

センス事業強化

　当社の最大の強みは世界のデジタルTV規格に対応し

たソリューションを提供できるところにありますが、

その中核技術であるグローバルDTVミドルウェアの

ライセンス事業を強化し、収益率の改善を図ります。

　当社グループの最大の強みは世界のデジタルTV規格に

対応したソリューションを提供できるところにありま

すが、その中核技術であるグローバルDTVミドルウェア

のライセンス事業を強化し、収益率の改善を図ります。

(3）投資有価証券などの資産売却によるバランスシート

の改善

(3）投資有価証券などの資産売却によるバランスシート

の改善

　投資有価証券などの資産売却によりバランスシート

の改善を図り、事業継続に適したスリム化を実現して

まいります。

　投資有価証券などの資産売却によりバランスシートの

改善を図り、事業継続に適したスリム化を実現してまい

ります。

(4）取引金融機関との協議と資金繰り対応策 (4）取引金融機関との協議と資金繰り対応策

　取引金融機関からの借入金のうち、財務制限条項に

抵触しているものについては、今後の返済計画を含め

て取引金融機関と協議を行っております。また現在存

在する売掛金等債権の早期回収に注力するとともに、

今後の売上取引については回収期間の短期化を図り、

加えて上述の固定費の大幅な削減により資金繰りの

正常化を実現してまいります。

　上記施策を実現することにより、継続企業の前提に関す

る疑義は解消されるものと考えております。

　従って当社は継続企業を前提として財務諸表を作成して

おり、継続企業の前提に関する重要な疑義の影響を財務諸

表に反映しておりません。 

　取引金融機関からの借入金のうち、財務制限条項に　抵

触しているものについては、今後の返済計画を含めて取

引金融機関と協議を行っております。また現在存在する

売掛金等債権の早期回収に注力するとともに、今後の売

上取引については回収期間の短期化を図り、加えて上述

の固定費の大幅な削減により資金繰りの正常化を実現

してまいります。

　しかしながら、これらの対応策に関する関係者との最

終的な合意又は決定が得られていないため、現時点では

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。

　なお、当社グループは継続企業を前提として財務諸表

を作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を財務諸表に反映しておりません。
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

　移動平均法による原価法

子会社株式

同左

 その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

その他有価証券

　時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

　移動平均法による原価法

　　評価基準は、原価法(貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法)によっております。

商品

移動平均法

 製品

移動平均法による原価法

製品

移動平均法

 原材料

移動平均法による原価法

原材料

移動平均法

 仕掛品

　個別法による原価法

仕掛品

個別法

 貯蔵品

　最終仕入原価法

貯蔵品

同左

（会計方針の変更）　

　　当事業年度より、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 

平成18年７月５日 企業会計基準第９号

)を適用しております。この結果、従来の

方法によった場合に比べて、営業損失、

経常損失及び税引前当期純損失がそれ

ぞれ21,802千円増加しております。　
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　３～18年

機械及び装置８～10年

車両運搬具　　　５年

器具備品　　３～20年

(1）有形固定資産

　　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　３～18年

機械及び装置８～10年

車両運搬具　　　５年

器具備品　　３～20年
 (2）無形固定資産

ソフトウェア

(2）無形固定資産

ソフトウェア

 ①　自社利用目的

　社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法

①　自社利用目的

同左

 ②　市場販売目的

　市場における見込販売数量又は見込

販売収益に基づく償却額と、残存見積

販売有効期間に基づく償却額とのい

ずれか大きい金額を計上しておりま

す。

　見込販売有効期間はおおむね２～３

年であります。

②　市場販売目的

同左

４．繰延資産の処理方法 株式交付費

　３年で均等償却しております。

株式交付費

　　　　　　　　同左

   

５．引当金の計上基準 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上することとしており

ます。

貸倒引当金

同左

 製品保証引当金

　ソフトウェア製品の販売後における技

術サービス費用の支出に備えるため、発

生見込額を個別に見積り計上しており

ます。

製品保証引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

──────
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

７. 重要なヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

但し、為替予約のうち、振当処理の要件を

充たしている場合には、振当処理を採用

しております。

（1）ヘッジ会計の方法

同左

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　為替予約取引

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　同左

 ヘッジ対象　　外貨建債務 ヘッジ対象　　同左

 （3）ヘッジ方針

為替予約取引については外貨建取引

の為替相場の変動によるリスクをヘッジ

するために行っております。

（3）ヘッジ方針

同左

 （4）ヘッジ有効性評価の方法

　　外貨建予定取引（ヘッジ対象）とその外

貨建予定取引の為替リスクをヘッジする

為替予約（ヘッジ手段）とは重要な条件

が同一であり、ヘッジに高い有効性があ

るため有効性の評価を省略しておりま

す。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

９．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の定額法により償却を行ってお

ります。

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　当事業年度から、平成19年度税制改正による法人税関係

法令改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した資産に

つき、改正後の法人税関係法令に定める方法に変更してお

ります。

　なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

──────
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【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

──────

　

（貸借対照表）

　「財務諸表の等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年度におい

て、「商品」「製品として掲記されていたものは、当事業

年度から「商品及び製品」と一括して掲記しております。

なお、当事業年度に含まれる「商品」「製品は、それぞれ

24,455千円、179,470千円であります。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

※１．関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

※１．関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

売掛金 1,634,924千円

短期貸付金       390,227千円

短期借入金     1,200,000千円

短期貸付金       33,922千円

長期貸付金     2,036,413千円

長期未収入金　     787,558千円

短期借入金     1,573,748千円

※２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行７行（みずほ銀行・三菱東京ＵＦＪ銀行・三井住

友銀行・りそな銀行・中央三井信託銀行・百五銀行

・群馬銀行）と貸出コミットメント契約を締結する

とともに、５行（みずほ銀行・三菱東京ＵＦＪ銀行・

りそな銀行・東京都民銀行・第三銀行）と当座貸越

契約を締結しています。

　　　当事業年度末における貸出コミットメント契約及び当

座貸越契約に係る借入金残高は次のとおりでありま

す。

　　　なお、これらのコミットメント契約につきましては、財

務制限条項が付されております。

※２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行（みずほ銀行・三菱東京ＵＦＪ銀行・三井住

友銀行・有限会社マーキュリー（中央三井信託銀行

債権譲渡先）・百五銀行・群馬銀行）と貸出コミッ

トメント契約を締結しています。

　　　当事業年度末における貸出コミットメント契約に係る

借入金残高は次のとおりであります。

　　　なお、これらのコミットメント契約につきましては、財

務制限条項が付されております。

当座貸越極度額

及び貸出コミット

メントの総額

6,413,333千円

貸出実行残高 5,711,892千円

差引額 701,441千円

貸出コミットメン

トの総額
    1,733,333千円

貸出実行残高     1,733,333千円

差引額        －千円

※３．財務制限条項

借入金のうち3,333百万円には、以下の財務制限条

項が付されており、抵触した場合には、当該債権者に

対し借入金を一括返済することになっております

（カッコ内は、対象金額。）。

なお、複数の返済期限条項が付されている借入金で

あるため、下記①から③までの合計は、3,333百万円を

超えております。

①　純資産維持条項（3,333百万円）

連結貸借対照表又は中間連結貸借対照表における純

資産額が7,378百万円未満となった場合。

貸借対照表又は中間貸借対照表における純資産額が

6,569百万円未満となった場合。

②　利益維持条項（3,333百万円）

連結損益計算書の営業損益及び経常損益の累積が赤

字になった場合。

③　ネットＤ／Ｅレシオ維持条項（2,333百万円）

連結貸借対照表又は中間連結貸借対照表における純

負債資本比率が1.2倍超になった場合。

　なお、取引金融機関からの借入金のうち、財務制限条

項に抵触しているものについては、今後の返済計画を

含めて取引金融機関と協議を行っております。

※３．財務制限条項

借入金のうち1,733百万円には、以下の財務制限条

項が付されており、抵触した場合には、当該債権者に

対し借入金を一括返済することになっております

（カッコ内は、対象金額。）。

なお、複数の返済期限条項が付されている借入金で

あるため、下記①から③までの合計は、1,733百万円を

超えております。

①　純資産維持条項（1,733百万円）

連結貸借対照表又は中間連結貸借対照表における純

資産額が5,056百万円未満となった場合。

貸借対照表又は中間貸借対照表における純資産額が

 6,117百万円未満となった場合。

②　利益維持条項（1,733百万円）

連結損益計算書の営業損益及び経常損益の累積が赤

字になった場合。

③　ネットＤ／Ｅレシオ維持条項（1,733百万円）

連結貸借対照表又は中間連結貸借対照表における純

負債資本比率が1.2倍超になった場合。
　　　　　　　　　同左　　　　　　　　　 　
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前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

※４　偶発債務

(1）債務保証

　次の関係会社等について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。

保証先 金額(千円) 内容

㈱ゼン・ティー
コム

280,000 借入債務

計 280,000 －

 ※４　　　        　──────　　　　　　　　 

　

　５．受取手形割引高       12,493千円 　５．受取手形割引高             －千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．関係会社との取引 ※１．関係会社との取引

関係会社への売上高 1,725,425千円

関係会社よりの受取利息 25,557千円

関係会社よりの収入事務費       24,335千円

関係会社への支払利息  8,928千円

関係会社への売上高      262,167千円

関係会社よりの受取利息　 25,279千円　

関係会社よりの収入事務費       22,358千円

　       

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

資産からの振替高 △62,263千円

販管費からの振替高 △10,095千円

その他 科目振替高 405千円

計 △71,953千円

販管費への振替高       △13,504千円

　       

※３．一般管理費に含まれる研究開発費の総額 ※３．一般管理費に含まれる研究開発費の総額

        9,524千円         13,340千円

※４．減損損失の内容は、次のとおりであります。 ※４．減損損失の内容は、次のとおりであります。

(1) 減損損失を認識した主な資産　 (1) 減損損失を認識した主な資産　

用途 種類 場所

事業用資産 のれん、商標権 東京都千代田区

用途 種類 場所

事業用資産 のれん 東京都千代田区

(2) 減損損失に至った経緯

　上記は、当初想定していた収益が見込めなくなっ

たため、減損損失を認識しております。

(2) 減損損失に至った経緯

　上記は、当初想定していた収益が見込めなくなっ

たため、減損損失を認識しております。

(3) 減損損失の金額　 (3) 減損損失の金額　

のれん 1,223,125千円

商標権 300,000千円

(4) 資産のグルーピングの方法　　　

　当社は主として事業の区分をもとにおおむね独立

したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位に

よって資産のグルーピングを行っております。　　　　

のれん 20,333千円

　 　

(4) 資産のグルーピングの方法　　　

　　　　　　　　同左　　　　

(5) 回収可能価額の算出方法

　回収可能価額は使用価値により測定しており、使

用価値はゼロと算定しております。　

(5) 回収可能価額の算出方法

　　　　　　　　同左　　　　
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 21.78 － － 21.78

合計 21.78 － － 21.78

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 21.78 － 0.78 21.00

合計 21.78 － 0.78 21.00
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（リース取引関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

内容の重要性が要請が乏しく、リース契約１件当たりの金

額が少額なリース取引のため、記載を省略しております。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具備品 － － －

ソフトウェア － － －

合　計 － － －

　　

　

　　

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 －千円

１年超 －千円

合計      －千円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額

 

支払リース料 7,519千円

減価償却費相当額 6,867千円

支払利息相当額 127千円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

 

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

（有価証券関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）  

未払事業税 10,346千円

減価償却限度超過額 1,038千円　

製品保証引当金繰入額 3,742千円　

投資有価証券評価損否認 97,498千円　

減損損失 619,759千円　

貸倒引当金繰入限度超過額 208,174千円　

その他有価証券評価差額金 25,723千円　

繰延税金資産小計 966,283千円　

評価性引当金 966,283千円　

繰延税金資産合計 －千円　

（繰延税金負債）  

繰延ヘッジ損益 250千円　

繰延税金負債合計 250千円　

繰延税金負債の純額 250千円　

（繰延税金資産）  

未払事業税 21,777千円

貸倒引当金繰入限度超過額 394,793千円　

債務保証損失引当金　 194,131千円　

減価償却限度超過額 509,279千円　

貸倒損失　 573,533千円　

投資有価証券評価損否認 258,591千円　

関係会社株式評価損　 586,664千円　

減損損失 32,552千円　

繰越欠損金 2,553,737千円　

その他 258,910千円　

繰延税金資産小計 5,383,971千円　

評価性引当金 △5,383,971千円　

繰延税金資産合計 －千円　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

　当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため記

載しておりません。

　　　　　　　　　　同左
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 59,849円52銭

１株当たり当期純損失 27,660円06銭

１株当たり純資産額 △5,025円01銭

１株当たり当期純損失 70,876円96銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在するものの１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在するものの１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。　

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純損失

（千円）
3,000,444 9,904,346

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 3,000,444 9,904,346

期中平均株式数（株） 108,475 139,740

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

新株予約権付社債１種類 ──────
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（株式会社サクセス株の取得について）

当社は戦略的パートナーであるソーマ社とアジアを中

心に共同で推進しておりますWiMAX事業におきまして、

株式会社サクセスの有するノウハウを活用したコンテン

ツ・ポータル事業の展開を図る目的から、平成20年１月25

日開催の取締役会決議に基づき、平成20年４月３日に株式

会社サクセスの株式72,000株を22,104千円で追加取得しま

した。これに伴い、持分比率が54.9％となり、連結子会社と

なりました。

なお、当該株式のみなし取得日は平成20年５月31日であ

ります。

　・取得した株式数：500,000株

　・株式会社サクセスの発行済株式数：911,000株

   ・取得価額：1株当り307円

 　・売上：26億94百万円（平成19年５月期）

　 ・総資産：11億３百万円（平成19年５月期）

　 ・資本金：３億26百万円（平成19年５月期）

　 ・持分比率：54.9％（平成20年4月末時点）

──────

　

　

　

　

   

 　

　 

　 

　 

（新株予約権の行使による増資）

平成20年４月１日から平成20年５月31日までの間に、新

株予約権の権利行使があり、株式数等が次のとおり増加い

たしました。

株式数  13,031株

資本金 743,561千円

資本準備金 743,561千円

資金使途 短期借入金の返済

　

　

　  

　 　

　 　

　 　

（多額の資金の借入）

当社は、平成20年４月１日開催の臨時取締役会におい

て、運転資金の借入について決議をし、以下のとおり借入

契約を締結いたしました。

　借入契約締結の内容

借入総額 803,000千円

借入実行日 実　行　額

平成20年４月１日 290,000千円

平成20年４月３日 295,000千円

平成20年４月18日  75,000千円

平成20年４月24日 113,000千円

平成20年６月９日  30,000千円

借入先 大谷省三

返済期限 借主の資金状況に応じて個別

に決定

金利 市中金利に準じて決定　

　

　

　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

EDINET提出書類

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン(E05208)

有価証券報告書

111/125



④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証

券

その他有

価証券

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

SOMA Networks,Inc. 33,313,323 258,849

3S Digital Co.,Ltd. 637,446 225,337

IDC Tech Co.,Ltd 1,100,000 45,898

Freesat,Inc. 1,100,000 14,593

ムーンライトキャピタル株式会

社
120 2,534

計 － 547,214
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高(千円)

有形固定資産        

建物 84,295 200 59,066 25,429 12,034 7,262 13,394

機械及び装置 36,804 － － 36,804 19,723 5,793 17,081

車両運搬具 7,025 － － 7,025 4,916 1,233 2,109

工具、器具及び備品 104,124 1,632 56,748 49,008 38,447 13,288 10,560

有形固定資産計 232,250 1,832 115,815 118,267 75,122 27,578 43,145

無形固定資産        

のれん 409,654 －
81,333

(81,333)
328,320 262,656 77,864 65,664

ソフトウエア 2,601,510 393,578 1,716,752 1,278,337 1,052,358 770,753 225,978

ソフトウエア仮勘定 2,074,813 144,175 2,093,263 125,725 － － 125,725

その他 92 － － 92 － － 92

無形固定資産計 5,086,070 537,754
3,891,349

(81,333)
1,723,475 1,315,015 848,618 417,460

長期前払費用 5,365 8,338 6,994 6,709 － － 6,709

繰延資産        

株式交付費 9,586 5,204 360 14,431 4,777 4,641 9,653

繰延資産計 9,586 5,204 360 14,431 4,777 4,641 9,653

　（注）１．「当期減少額」欄の（  ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期増減額のうち主なものは次のとおりです。

ソフトウェア 増加額 ARIB LCD-TV関連 354,120千円

ソフトウェア仮勘定 増加額 DVB-T モジュール関連 41,544千円

ソフトウェア 減少額　 デジタルTVボード用ソフトウェア　 400,981千円　

ソフトウェア 減少額　 日本向けTV用総合ソフトウェア 336,079千円　

ソフトウェア仮勘定 減少額 欧米向け完成品TV用ソフトウェア 543,387千円　

ソフトウェア仮勘定 減少額 ポータルサイトソフトウェア 399,525千円　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 511,609 953,219 421,609 － 1,043,219

製品保証引当金 9,196 － 9,196 － －

債務保証損失引当金 － 477,100 － － 477,100
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　　　①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額　(千円)

現金 578

預金  

普通預金 4,420

小計  

合計 4,998

ロ　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額　(千円)

京セラコミュニケーションシステム株式会社 19,138

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社 6,982

エス・アンド・アイ株式会社 5,145

ゼンテック・テクノロジー・シンガポール・

プライベート・リミテッド
604

株式会社日本緊急通報サービス 420

その他 42

合計 32,332

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
(千円)

当期発生高
(千円)

当期回収高
(千円)

次期繰越高
(千円) 回収率　(％) 滞留期間　(日)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ) ×100

(Ａ)＋(Ｂ)

(Ａ)＋(Ｄ)
2

(Ｂ)
365

2,119,961 953,422 3,041,051 32,332 98.9％ 412.00

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

ハ　商品

品目 金額　(千円)

デジタル家電関連商品 24,455

ニ　製品

品目 金額　(千円)

デジタル家電関連商品 176,663

SD/SDIO ネットワーク製品 2,807

合計 179,470

ホ　仕掛品

品目 金額　(千円)

デジタル家電関連ソフトウェア 5,261
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品目 金額　(千円)

モバイル関連ソフトウェア 21

合計 5,282

ヘ　貯蔵品

品目 金額　(千円)

収入印紙 109

その他　 16

合計 126

②　固定資産

イ　関係会社株式

銘柄 金額（千円）

ゼンテック・インベストメント・プライベート・

リミテッド
5,519,127

ゼンテック・テクノロジー・シンガポール・

プライベート・リミテッド
928,069

ゼンテック・テクノロジー・インク 273,289

合計 6,720,487

ロ　関係会社長期貸付金

相手先 金額（千円）

ゼンテック・テクノロジー・インク 728,236

ソーマ・アジア・プライベート・リミテッド 303,348

メガソリューション株式会社 213,721

バイ・デザイン・マーケティング株式会社 3,547

合計 1,248,854

ハ　長期未収入金

相手先 金額（千円）

バイ・デザイン・マーケティング株式会社 708,740

ソーマ・アジア・プライベート・リミテッド 41,152

株式会社ゼン・ティーコム 24,910

メガソリューション株式会社 12,754

合計 787,558

③　流動負債

イ　買掛金

相手先 金額（千円）

ゼンテック・テクノロジー・シンガポール・

プライベート・リミテッド
24,761

Jean 6,269

Inventec Multimedia & Telecom Corporation 3,242

合計 34,274
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ロ　短期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社みずほ銀行 1,794,006

ゼンテック・インベストメント・プライベート・

リミテッド
1,573,748

株式会社りそな銀行 1,500,000

ＵＢＳ証券会社　 1,050,000

株式会社三井住友銀行 800,000

その他 2,506,452

合計 9,224,207
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（３）【その他】

①　決算日後の状況

　特記事項はありません。

②　訴訟

平成21年４月14日に株式会社千葉銀行から当社に対して、当社の該社からの借入金並びに損害金、合計金１億

5922万7612円と以降支払うまでの利息に関しての支払いを求める訴訟が提起されました。

また、その後東京地方裁判所から平成21年６月10日付にて口頭弁論調書（判決）の送達を受けております。

　その内容は、当社に金１億5922万7612円及び内金１億4897万7099円に対する平成21年３月25日から支払い済み

に至るまで年14％の割合（年365日日割計算）による金員を支払え、というものです。なお、当社の今後の業績に

及ぼす影響は限定的であると判断しております。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 －

端株の買取り  

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号　　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号　　中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　　全国各支店

日本証券代行株式会社　　本支店、出張所

買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告は電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故そ

の他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとお

りです。　http://www.zentek.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第９期）（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）平成20年６月25日関東財務局長に提出。

(2）四半期報告書及び確認書

　（第10期第１四半期）（自 平成20年４月１日　至 平成20年６月30日）平成20年８月14日関東財務局長に提出。

　（第10期第２四半期）（自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日）平成20年11月14日関東財務局長に提出。

　（第10期第３四半期）（自 平成20年10月１日　至 平成20年12月31日）平成21年４月２日関東財務局長に提出。

(3）有価証券報告書の訂正報告書

　平成21年３月26日関東財務局長に提出。

　事業年度（第９期）（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

　平成21年５月20日関東財務局長に提出。

　事業年度（第７期）（自 平成17年４月１日　至 平成18年３月31日）の有価証券報告書及び、（第８期）（自平

成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書並びに、（第９期）（自　平成19年４月１日　至　平成

20年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

(3) 半期報告書の訂正報告書

　　　　平成21年５月20日関東財務局長に提出

　　　　（第８期中）（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）の半期報告書及び（第９期中）（自　平成19

　　　　年４月１日　至　平成19年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。

　　(4）四半期報告書の訂正報告書

　　　　平成21年４月１日関東財務局長に提出

　　　　（第10期第１四半期）（自 平成20年４月１日　至 平成20年６月30日）の四半期報告書及び、（第10期第２四

　　　　半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及びその確認書で

　　　　あります。

　　　　平成21年４月６日関東財務局長に提出

　　　　（第10期第３四半期）（自 平成20年10月１日　至 平成20年12月31日）の四半期報告書に係る訂正報告書及び

　　　　その確認書であります。

　　　　平成21年５月20日関東財務局長に提出

　　　　（第10期第２四半期）（自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及び

　　　　その確認書及び、（第10期第３四半期）（自　平成20年９月１日　至　平成20年12月31日）の四半期報告書に

　　　　係る訂正報告書及びその確認書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン(E05208)

有価証券報告書

120/125



独立監査人の監査報告書

  平成20年６月25日

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン  

 取締役会　御中  

 監査法人ウィングパートナーズ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 赤坂　満秋　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 森下　賢二　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

「重要な後発事象」に以下の事象が記載されている。

①会社は平成20年１月25日開催の取締役会決議に基づき、平成20年４月３日に株式会社サクセスの株式を追加取得し、

子会社化した。

②会社は平成20年４月及び５月に新株予約権の行使を受け、資本金及び資本準備金がそれぞれ増加している。

③会社は決算日後に多額な資金の借入を実施している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．前連結会計年度の連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年６月25日

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン  

 取締役会　御中  

 監査法人ウィングパートナーズ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 赤坂　満秋　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 森下　賢二　　印
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＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財
務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ゼンテック・テクノロジー・ジャパン及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１. 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グループは当連結会計年度において116億30百万円の
　当期純損失を計上した結果、当連結会計年度末で30億52百万円の債務超過となり、現金及び現金同等物の期末残高
　が低水準になっている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在して

　おり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。

    　なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。連

　結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結財務諸表には反映

　していない。

２．当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計
　基準第9号）を適用しており、営業損失、経常損失は各々21百万円、税引前当期純損失は2億35百万円、それぞれ増
　加している。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ゼンテック・テクノロ
ジー・ジャパンの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運
用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する

意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見すること

ができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。

　

記

会社は、内部統制報告書に記載のとおり、重要な評価手続ができなかった。会社は当該評価範囲の制約による影響により

財務報告に係る内部統制の評価結果を表明できないとしており、監査手続の実施への影響が重要であることにより、当監査

法人は、株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパンの平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制について、内部
統制報告書に対する意見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。

　当監査法人は、内部統制報告書において評価範囲の制約とされた当該内部統制の財務報告に与える影響の重要性に鑑み、

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパンの平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制の評価結果を表明でき

ないと表示した上記の内部統制報告書が、財務報告に係る内部統制の評価について、適正に表示しているかどうかについて

の意見を表明しない。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月25日

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン  

 取締役会　御中  

 監査法人ウィングパートナーズ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 赤坂　満秋　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 森下　賢二　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第16期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ゼ

ンテック・テクノロジー・ジャパンの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

「重要な後発事象」に以下の事象が記載されている。

①会社は平成20年１月25日開催の取締役会決議に基づき、平成20年４月３日に株式会社サクセスの株式を追加取得し、

子会社化した。

②会社は平成20年４月及び５月に新株予約権の行使を受け、資本金及び資本準備金がそれぞれ増加している。

③会社は決算日後に多額な資金の借入を実施している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．前事業年度の財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年６月25日

株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパン  

 取締役会　御中  

 監査法人ウィングパートナーズ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 赤坂　満秋　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 森下　賢二　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ゼンテック・テクノロジー・ジャパンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第17期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ゼ

ンテック・テクノロジー・ジャパンの平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度において99億4百万円の当期純損失を計

　　上した結果、当連結会計年度末で7億7百万円の債務超過となり、現金及び現金同等物の期末残高が低水準になって

　　いる。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では

　　継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。

    　なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。財

　　務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は財務諸表には反映していな

　　い。

　２．当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準

　　第9号）を適用しており、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失は、それぞれ21百万円増加している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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